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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期
決算年月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 平成20年８月 平成21年８月

売上高 （千円） 2,314,8892,861,9132,600,7102,695,9751,571,070

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 278,915△437,425△1,002,318△989,688△775,308

当期純損失 （千円） 1,596,331830,7352,004,2601,318,5851,294,068

純資産額 （千円） 4,919,2775,208,7152,880,9001,614,652486,282

総資産額 （千円） 6,619,3485,941,0173,479,7942,219,158813,015

１株当たり純資産額 （円） 116,706.06115,177.7263,500.7435,707.727,952.67

１株当たり当期純損失金

額
（円） 41,711.2518,595.5144,592.6329,273.2721,391.34

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 74.3 86.7 82.2 72.5 59.8

自己資本利益率 （％） △32.5 △16.5 △50.0 △59.0 △123.6

株価収益率 （倍） △10.45 △14.52 △1.38 △0.4 △0.83

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 103,599△607,388△843,538△938,923△723,699

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △3,761,459△1,060,707797,479△98,961 91,492

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 5,127,08844,182 △55,972 △31,600 271,552

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 3,226,5881,606,6481,507,166431,924 70,403

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

（人）
126

(12)

199

(13)

220

(16)

241

(21)

142

(8)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

 ３．純資産額の算定に当たり、平成19年８月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期
決算年月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 平成20年８月 平成21年８月

売上高 （千円） 1,681,7921,471,280847,401 766,947 597,688

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 313,461△204,410△567,151△588,391△576,096

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） 153,023△610,490△3,819,588△1,427,065△1,309,224

資本金 （千円） 2,806,2873,261,8593,265,8693,265,8693,356,655

発行済株式総数 （株） 42,522.5145,105.4145,416.4145,416 61,519

純資産額 （千円） 6,627,0817,079,0292,959,7341,611,091471,484

総資産額 （千円） 7,893,6227,391,5783,182,7311,820,417683,935

１株当たり純資産額 （円） 157,222.41158,250.7365,707.6235,767.067,710.68

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間

配当額）

（円）
―

（―）

―

（―）

―

（―）

―

（―）　

―

（―）

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） 3,998.42△13,665.45△84,981.71△31,681.58△21,641.86

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 3,585.28 ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 84.0 95.8 93.0 88.5 68.9

自己資本利益率 （％） 3.5 △8.9 △76.1 △62.4 △125.7

株価収益率 （倍） 109.04 △19.76 △0.72 △0.37 △0.82

配当性向 （％） ― ― ― ― ―

従業員数

　（外、平均臨時雇用者数）
（人）

49

（10）

80

(10)

92

(12)

94

(7)

86

(6)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第７期、第８期及び第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．平成15年11月27日付で株式１株につき３株の株式分割を、平成16年７月20日付で株式１株につき３株の株式分

割をそれぞれ行っております。

 ４．純資産額の算定に当たり、平成19年８月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。　
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２【沿革】

年月 事項

平成12年５月 携帯電話向けJavaソフトウェア開発事業を主たる目的として、東京都港区に資本金2,000万円で株

式会社コネクトを設立

平成12年11月事業所を東京都千代田区へ移転

平成15年７月 株式会社コネクトから株式会社コネクトテクノロジーズに商号変更

平成16年３月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

平成16年11月Winnow Technologies Inc.を設立し、Winnow Technology,LLCより高速文字列検索アルゴリズムに

関する特許権等の営業を譲受

平成17年２月  株式会社エスエス研究所を子会社化

  スカイメディア株式会社（現・株式会社インクルーズ）を子会社化

  株式会社NTCホールディングスを子会社化（注１）

平成17年３月 事業所を東京都新宿区に移転

平成17年11月スカイメディア株式会社（現・株式会社インクルーズ）による有限会社Mobile1及び有限会社18の

持分取得により、両社を連結子会社化（注２）（注３）

 株式会社コネクトリプロを設立

　平成18年３月  札幌市東区に札幌支社を開設 

平成19年４月  株式会社インクルーズにより、株式会社スタイルエイチを設立（注４）

平成19年９月  株式会社マイティークラフト（現・連結子会社）を子会社化

平成21年２月　株式会社エスエス研究所を株式譲渡により連結から除外

平成21年３月  株式会社コネクトリプロを株式譲渡により連結から除外

  株式会社インクルーズを株式譲渡により連結から除外

平成21年６月  Winnow Technologies Inc.を清算により連結から除外

 （注）１. ㈱NTCホールディングスは、平成18年8月に㈱インクルーズに吸収合併されております。

 　 　 ２. ㈲Mobile1及び(有)18は、平成18年8月に新設合併により消滅し、㈱Mobile１が設立されております。　　　　　　　

 　 　 ３. ㈱Mobile１は、平成20年3月に㈱インクルーズに吸収合併されております。

　　　 ４．㈱スタイルエイチは平成20年12月に㈱インクルーズに吸収合併されております。

３【事業の内容】
当社グループは、当社及び連結子会社１社から構成されています。

　携帯電話を中心とした無線通信環境が大きく変化していく中、当社グループは、無線通信に関わるコアテクノロ

ジーとサービスプロバイダとを技術的に結びつける上で必要不可欠な存在を目指し、様々なソリューションの提供

を行っております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　なお、次の４事業部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類

別セグメント情報の区分と同一であります。

①　システムソリューション事業

　当社及び子会社の株式会社マイティークラフトにおいて、顧客企業向けに、主に携帯電話を利用したシステム開

発、サーバ構築等ソリューションを提供しています。

　具体的には、携帯電話を鍵として利用する鍵管理システムや、携帯電話を利用した会員証システムの構築、携帯電

話をかざすことにより発券・入場が可能となるチケットサービス、ゲームソフト開発等幅広く取り組んでおりま

す。

②　プロダクツ事業

　システムソリューション事業で蓄積してきたノウハウをソフトウェアツール（開発を容易にするユーティリ

ティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機能）といった形

にパッケージングして販売する事業です。

　また、ハードウェアの設計、プロトタイプ製作といった、ハードウェアソリューションにも取り組んでおります。

③　コンサルティング事業

　携帯電話を利用したサービス展開を検討している顧客企業に向け、技術的なアプローチによるコンサルティング

や実験的なシステム開発を請け負っています。

　これら、コンサルティング業務や先進的な開発を重ねていくことにより、コアテクノロジーに関するノウハウを

システムソリューション事業、プロダクツ事業にフィードバックすることが可能となり、当社の開発力を支える重

要な事業であると捉えております。

④　サービス事業

　　携帯電話に特化した高付加価値サービスを展開しております。

　また、携帯電話向けソフトウェアの検証請負を行っております。

　当社グループがこれまで培ってきたノウハウや技術力を生かし、広く収益を確保していくためにも今後サービス

事業の強化が重要であると考えております。

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合

（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社マイティークラフ

ト　

　

東京都

豊島区　
10

システムソリュー

ション事業　
100.0

システム開発に関

する業務委託。

役員の兼任あり。

　

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．㈱マイティークラフトにつきましては、売上高（連結会社相互の内部売上高を除く。）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。

３．前連結会計年度において連結子会社に含めておりました株式会社エスエス研究所、株式会社コネクトリ

プロ及び株式会社インクルーズについて、それぞれ平成21年２月27日、平成21年３月３日及び平成21年

３月30日付で保有する全株式を譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

 主要な損益情報等

 ㈱マイティークラフト　

売上高（千円） 349,974

経常利益又は経常損失（△）　　　　　（千円） 9,596

当期純利益又は当期純損失（△）　　　　　（千円） 8,417

純資産額（千円） 33,007

総資産額（千円） 147,290
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

システムソリューション事業 100(2) 

プロダクツ事業 5(-) 

コンサルティング事業 4(-) 

サービス事業 14(4) 

全社（共通） 19(2) 

合計 142(8) 

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　　　　２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない営業・管理部門に所属してい

るものであります。

　　　　３．当連結会計年度において、従業員数が99名減少しておりますが、その主な原因は、連結子会社であった株式会社エ

スエス研究所、株式会社コネクトリプロ、株式会社インクルーズ及びWinnow Technologies Inc.をそれぞれ

連結の範囲から除外したことによるものであります。

(2）提出会社の状況

 平成21年８月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

86(6) 32.3 3.0 5,067

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年秋以降に急速に悪化した世界的な金融危機の最悪期は脱したといわれ

ておりますが、雇用情勢の悪化、消費マインドの後退など企業を取巻く環境は厳しい状況が続いており、依然、景気の

先行きは不透明な状況で推移しております。

　一方、当社グループを取り巻く環境といたしましては、携帯電話を利用した様々なサービスが増加していく中、成長

分野と成熟分野が明確になりつつあり、サービス提供事業者間の競争激化による差別化のため、より高度なソリュー

ション提供が要請されている状況にあります。

　このような環境の中、当社グループといたしましては、開発クオリティの向上ならびに営業力の強化を模索するとと

もに、選択と集中による不採算事業の整理統合、ならびにグループ会社の整理再編による当社グループ戦略の再構築

により本業に直結するビジネスモデルに特化することを進めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は1,571百万円(前年同期比41.7%減)、経常損失は775百万円（前年度実績は989百

万円の損失）、当期純損失は1,294百万円（前年度実績は1,318百万円の損失）となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（システムソリューション事業）

　システムソリューション事業につきましては、当社グループの主力セグメントであり、当事業につきましては引き続

き、受注額の拡大とともに、稼働率の向上や効率的な開発体制の構築による利益率の向上に取り組んでいく方針であ

ります。一方、グループ戦略の再構築において、平成21年2月27日に連結子会社であった株式会社エスエス研究所を売

却しております。

　この結果、当連結会計年度におけるシステムソリューション事業の売上高は1,080百万円(前年同期比29.6%減)、営業

利益は232百万円(前年同期は310百万円)となりました。
　
（プロダクツ事業）

　プロダクツ事業につきましては、ソフトウェアプロダクトの商品力強化とともにASPへの対応等、販売体制の強化策

を進めており、効果は徐々に出始めております。一方、グループ戦略の再構築において、平成21年3月3日に連結子会社

であった株式会社コネクトリプロを売却しております。

　この結果、当連結会計年度におけるプロダクツ事業の売上高は75百万円(前年同期比65.4%減)、営業損失は47百万円

(前年同期は191百万円)となりました。
　
（コンサルティング事業）

　コンサルティング事業につきましては、当社グループのポジショニングを維持していく上で重要なセグメントであ

るとの認識はあるものの、当連結会計年度においては積極的な事業活動はおこないませんでした。

　この結果、当連結会計年度におけるコンサルティング事業の売上高は29百万円(前年同期比65.3%減)、営業利益は5百

万円(前年同期は14百万円の損失)となりました。
　
（サービス事業）

　サービス事業につきましては、当第３四半期連結会計期間まで連結子会社であった株式会社インクルーズによるモ

バイル向け広告事業を中心としたものであります。グループ戦略の再構築において、平成21年3月30日に同社を売却し

ております。

　この結果、当連結会計年度における当事業の売上高は385百万円(前年同期比55.0%減)、営業損失は180百万円(前年同

期は215百万円)となりました。

　

　

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ361百万円減少し

（前年同期は1,075百万円の減少）、当連結会計年度末には70百万円となりました。

　また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次の通りであります。
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は723百万円（前年同期は938百万円の減少）となりました。

　これは主に貸倒引当金の増加645百万円等があったものの、税金等調整前当期純損失1,282百万円等の減少要因によ

るものです。
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動の結果得られた資金は91百万円（前年同期は98百万円の減少）となりました。

EDINET提出書類

株式会社コネクトテクノロジーズ(E05388)

有価証券報告書

 8/94



　これは主に投資有価証券の売却による収入51百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入49百万

円等によるものであります。 
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は271百万円（前年同期は31百万円の減少）となりました。

　これは主に長期借入れによる収入175百万円、株式の発行による収入129百万円等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

前年同期比（％）

システムソリューション事業（千円） 579,423 99.9

プロダクツ事業（千円） 23,263 26.6

コンサルティング事業（千円） 12,070 12.2

サービス事業（千円） 96,283 55.6

合計（千円） 711,041 75.7

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２. セグメント間の取引については相殺消去しております。

 

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

システムソリューション事業 1,099,329 74.8 138,269 77.1

プロダクツ事業 △56,916 ― 569 0.4

コンサルティング事業 29,540 35.2 ― ―

サービス事業 380,592 45.1 ― ―

合計 1,452,545 55.9 138,838 43.7

　　（注)１.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　 ２.受注高のプロダクツ事業がマイナス表示となっているのは、前年度連結会計期間中に受注した大型プロジェクト

（受注残高118,409千円）が失注になったことによるものであります。

　　　　 ３．当連結会計年度中に、(株)エスエス研究所及び(株)コネクトリプロを売却し、連結の範囲から除外したため、同

社の事業に関連する受注残高の記載を省略しております。　

 

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

前年同期比（％）

システムソリューション事業（千円） 1,080,368 70.4

プロダクツ事業（千円） 75,543 34.6

コンサルティング事業（千円） 29,540 34.7

サービス事業（千円） 385,617 45.0

合計（千円） 1,571,070 58.3

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２．相手先別の販売実績につきましては、総販売実績に対して100分の10を越える相手先はありませんので、記

　　　　　　載を省略しております。
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３【対処すべき課題】

携帯電話及び携帯端末を利用したビジネスの裾野は広がりを見せ、当社グループにとってサービス分野や新技術

分野など事業展開の幅がより広がってきているといえますが、一方で新規参入も増加し、将来的には他社との競合

が激化していく可能性もあります。

このような環境の中、当社グループでは対処すべき課題として以下のことに取り組んでおります。　

（1）人的資産の確保と強化

当業界内において、当社グループ独自の技術力・開発力というポジショニングを継続して保ち続ける為には、技

術者を中心とする人的資産の継続的な確保及び強化が必要であると考えております。そのためには、常に技術力に

魅力ある開発に携われるような環境を維持することにより、優秀な人材を惹きつけられる存在であり続けることが

重要であると考えております。

（2）事業の選択と集中

携帯電話が多様化していく中で、当社グループでは事業の選択と集中の観点から、収益の中核を担うリアル連携

ソリューションへ経営資源を集中していく方針であります。具体的には、既存の非接触ＩＣカード事業への注力と

ＡＳＰ事業との連携のほか、次世代リアル連携技術の研究開発に取り組んでまいります。リアル連携に係る最先端

の研究開発実績を活かして、いち早く製品開発に取り組むことにより、着実にビジネスにつなげるとともに、次期ソ

リューション開発において、より優位なポジションを確立することが重要であると考えております。

（3）新たな携帯端末への対応

従来の携帯電話端末に加え、新たな携帯端末としてスマートフォンが台頭しております。スマートフォンは、技術

面、ビジネスモデル面において従来の端末レギュレーションとは異なるものの、当社グループはこれを新しいビジ

ネスチャンスと捉え、当社グループが設立以来培ってきた技術やノウハウを活用し、ビジネス及び収益へと結びつ

ける方針であります。

（4）内部管理体制の強化とコーポレート・ガバナンスの充実

当社グループでは、収益構造の転換を図り、継続的に企業価値を高めていくためには、事業規模に相応しい内部管

理体制の充実が不可欠であると認識しており、今後一層の内部管理体制の強化を図るとともに、コーポレート・ガ

バナンスの充実に取り組んでまいります。

（5）執行役員制度の導入

当社グループでは、取締役及び取締役会の機能と責任を明確にし、意思決定の迅速化を図るために、執行役員制度

を導入する方針であります。会社の業務執行に対する責任と権限を持つ執行役員制度の導入によって、経営体制の

強化に取り組んでまいります。

（6）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況の解消について 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　当社グループは、前連結会計年度において993百万円、当連結会計年度において738百万円の大幅な営業損失を計上

し、また当連結会計年度の営業キャッシュ・フローも723百万円と大幅なマイナスとなっていることから、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しております。

　当該状況を解消するための施策については、第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］(1)連結財務諸表の「継続

企業の前提に関する事項」をご参照下さい。

EDINET提出書類

株式会社コネクトテクノロジーズ(E05388)

有価証券報告書

11/94



４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（1）技術・サービスの変化について

　当社グループが事業を展開している携帯電話を中心としたモバイルインターネット関連業界は技術の進捗が著

しく、その技術を利用したサービスも急激に変化しておりました。

　このような状況の中、当社グループの事業領域において、常にトップレベルの技術力を維持するためには継続的

な研究開発が必要となり、これには相当の時間と費用がかかる可能性があります。

　また、新しい機能を搭載した携帯電話の投入やシステムの変更等は、通信キャリアの事業方針により大きく影響

を受けるものと考えられます。当社グループはこれらの状況変化に適時に対応してまいりますが、万一対応でき

なかった場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。

（2）保守運用業務取引の永続性について

当社グループの行っている事業うち、保守運用業務につきましては、各々の取引に応じた期間の契約に従って

行われております。通常システム開発事業における、保守運用業務につきましては、取引の永続性が認められる

ケースが一般的でありますが、当社グループの場合一定の期間で終了する契約もしくは、一定期間終了後同期間

自動更新等という契約になっており、取引の永続性が保証されているものではありません。

　このため、何らかの理由により予定していた取引の打ち切り等があった場合、当社グループの事業戦略及び業績

その他に重要な影響を与える可能性があります。

（3）特定人物への依存について

当社の主な事業推進者は、代表取締役会長の加来徹也であり、当社設立直後から経営者として、経営方針、経営

戦略の決定をはじめ、企画、営業、技術等の各方面の事業推進において重要な役割を果たしております。

平成21年３月18日付け代表取締役社長の落合敏彦の就任、及び優秀な人材の採用による組織の改革により属

人的な要素の軽減はかなり進んでおりますが、何らかの理由により加来徹也が業務を執行できない事態となった

場合、当社及び当社グループの事業戦略及び業績その他に重要な影響を与える可能性があります。

　

（4）人材の獲得について　

当社グループが今後成長していくためには、携帯端末向けのシステム技術者、システム提供のための企画、営

業担当者、及び拡大する組織に対応するための管理担当者など、各方面での優秀な人材をいかに確保していくか

が重要になります。当社グループでは優秀な人材の確保のために努力を続けておりますが、適切な人材確保及び

配置に失敗した場合、当社グループの業務に支障が出る可能性があります。

（5）法的規制等について

　現在、当社グループの事業を推進するうえで、直接的影響を受けるような法的規制はありません。しかし、今後に

おいて法令の適用及び新法令の制定等、当社グループの事業を規制する法令等が制定された場合、当該規制に対

応するため、コスト増加等、当社の業績に影響を与える可能性があります。

（6）特許権の取得について

　当社グループは開発したシステムやビジネスモデル等に関して、特許権の対象となる可能性のあるものについ

ては、積極的にその取得を目指して対応しておりますが、当社グループのノウハウ等を権利保護した場合におい

ても、他者が類似のノウハウ等について権利取得した場合、当社グループの事業が制約される可能性があります。

（7）その他の財産について

　当社グループは、第三者が保有する知的財産権を侵害することのないように当社グループ及び外部への委託等

により調査を行っております。しかし、これらの調査が十分かつ妥当であるという保証はありません。万一、当社

グループが第三者の知的財産権を侵害した場合には、当該第三者から損害賠償請求や使用差止請求等の訴えを起

こされる可能性があり、これらに対する対価の支払等が発生する可能性があります。

　また、当社グループが所有する知的財産権に関しましても、第三者に侵害される可能性があります。こうした場

合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

（8）プログラム不良について

　当社グループの開発したプログラムその他のソフトウェア又はハードウェアに不良箇所が発生した場合、これ

ら当社製品を使用したサービスの中断・停止やコンテンツ及びユーザーデータの破損等が生じる可能性があり

ます。

  当社グループはこれら当社グループ製品を納品する前に社内において入念なチェックを行っておりますが、こ

のような事態が発生した場合、損害賠償や信用力の低下等のリスクが想定され、当社の業績に影響を与える可能

性があります。
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（9）システムダウンについて

　当社グループの事業のうちシステムソリューション事業の一部につきましては、当社グループのサーバ等を介

してサービスの提供を行っているものがあり、自然災害や事故等により当社のサーバ等が作動不能や停止する可

能性があります。

　また、外部からの不正な手段による侵入等の犯罪や当社グループ担当者の過誤等により重要なデータの消失や

不正に入手される可能性があります。

　このような事態が発生した場合、損害賠償や信用力の低下等のリスクが想定され、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。　

（10）個人情報の管理について　　

　当社グループはシステム開発やその運営保守又はサービス事業の遂行過程において、最終ユーザの個人情報を

取り扱う可能性があります。この点に関しましては、情報セキュリティマネジマントシステムの認証取得を受け

る等、社内管理を徹底しておりますが、万一これらの情報が社外に流出した場合、当社グループへの損害賠償請求

や社会的信用の失墜につながる恐れがあり、結果として当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　（11）投資について

　当社はビジネス展開を補完することを目的に、積極的に買収、子会社設立、資本業務提携を進めております。投資

の際には事前にリスクとリターンを評価し実行しておりますが、投資先の事業の状況が当社グループの業績に与

える影響を確実に予測するのは困難であり、投資先の事業の進捗状況によっては当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。

　（12）「継続企業の前提に関する事項」について

当社は、平成20年８月期において993百万円、当連結会計年度に738百万円の大幅な営業損失を計上し、また当

事業年度の連結ベースの営業キャッシュ・フローも723百万円と大幅なマイナスとなっていることから、継続企

業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。当該状況の解消を図るべく当社とし

て対策を講じてまいりますが、これらの対策が計画どおり進捗しなかった場合、当社事業に支障を来す可能性が

あります。

　（13）資金調達について

当社は財務体質強化等を目的として、平成21年10月15日開催の取締役会において、Brillance Hedge Fundを割

当先とする第三者割当てによる新株予約権の発行を行うことを決議し、資金調達を行うこととしておりますが、

新株予約権については、割当日以降行使期間内（平成21年11月２日以降）において毎週金曜日を決定日として、

決定日の株価終値の90％に行使価額が修正され、当該行使価額の修正から直近で行使価額の修正がされるまでの

間（次回の行使価額の修正）、その性質上、行使価額が市場価額を上回っている状況においては、行使が進まない

状況になり、この様な状況が継続する場合は、資金需要に沿った調達が困難になる可能性があり、その場合におい

ては、当社グループの経営計画の遂行が困難になる可能性があります。

また本新株予約権の行使により最大41,650株の新株式が発行されることにより、67.98％の希薄化率（全部行

使後における発行済株式総数の40.37％）となる可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

携帯電話を中心としたモバイルインターネット関連業界の技術進歩は著しく、当該技術を利用したサービスも急激に

変化していくなか、当社は次代のネットワーク社会を牽引する存在であり続けるために、従来の受託開発型から、先進的

な開発をベースとしたパッケージソフトウェアの開発販売型の事業モデルへと転換を図っている最中であります。

具体的には当社研究開発部門が、携帯電話に搭載されている様々なファンクションを利用したソリューションに関す

る調査研究を行うとともに、当社独自のソフトウェアプロダクトの開発を進めております。

当連結会計年度における主な研究開発としては、携帯電話の非接触IC機能を利用した認証、決済システムを中心とし

た無線ネットワークに関する研究開発のほか、携帯電話サイト開発用ソフトウェアパッケージや３Ｇ携帯電話向け動画

変換システムを利用した応用ソフトウェアパッケージ等の開発に取り組み、今後新たなサービスの提供や開発効率の向

上及びプロダクト事業の売上として寄与していくものと考えております。これらの結果、当連結会計年度における研究

開発費の総額は106,202千円となりました。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、開発クオリティの向上ならびに営業力の強化を模索するとともに、選

択と集中による不採算事業の整理統合、ならびにグループ会社の整理再編による当社グループ戦略の再構築により本業

に直結するビジネスモデルに特化することを進めてまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は1,571百万円となり、本社移転や人件費削減等経営の大幅なリストラを進めるこ

とにより、役員報酬は75百万円（前年同期は112百万円）、給与手当は494百万円（前年同期は685百万円）、研究開発費

は106百万円（前年同期は130百万円）、支払手数料は106百万円（前年同期は114百万円）と販売費及び一般管理費を削

減するも、大幅にその効果が表れるのは来期以降であるため、経常損失は775百万円（前年度実績は989百万円の損失）

となりました。

　また特別損失につきましては、旧本社事務所の固定資産について、事務所移転時に、資産を除却する予定であったため、

当該資産の帳簿価額全額を減損損失として特別損失に30,231千円計上しております。また、自社利用ソフトウエア等に

ついては、広告配信システム事業の見直しを行ったことにより、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に23,460千円計上しております。

この結果、当期純損失は1,294百万円（前年度実績は1,318百万円の損失）となりました。

事業別の分析は、第2[事業の状況]１[業績等の概要](1)業績の項目をご参照ください。

（2）経営成績に重要な影響を与える要因について

  当社グループが事業を展開している携帯電話を中心としたモバイルインターネット関連業界は、技術の進捗が著し

く、業界に参加するプレーヤーも大きく様変わりする兆しを見せております。

　このような背景のもと、当業界において常に先進的なポジショニングを維持しつづけることが重要であるものと考え

ており、当該ポジショニングを実現するための研究開発を継続して進めていくとともに、その成果としての収益を生み

出すしくみ作りが必須であります。

　当社といたしましては、①非接触 ICカード事業への注力、②ＡＳＰの収益事業化、③スマートフォン・ビジネスへの対

応強化、④次世代リアル連携技術の研究開発の4点に経営資源を集中させることにより、当社グループの技術力を生かせ

るようなサービス事業の展開を模索していく方針であります。

（3）財政状態の分析

当連結会計年度末における財政状態につきましては、総資産は813百万円（前年同期比63.3％減）、純資産は486百万円

（前年同期比69.8％減）となりました。

（4）資金の流動性及び資金の源泉について

（キャッシュ・フローの状況）　

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ361百万円減少し

（前年同期は1,075百万円の減少）、当連結会計年度末には70百万円となりました。

　また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、貸倒引当金の増加645百万円等があったものの、税金等調整前当期純損失1,282

百万円等の減少要因により、営業活動による資金の減少は723百万円（前年同期は938百万円の減少）となっておりま

す。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に投資有価証券の売却による収入51百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社

株式の売却による収入49百万円等により、投資活動による資金の増加は91百万円（前年同期は98百万円の減少）となっ

ております。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に長期借入れによる収入175百万円、株式の発行による収入129百万円等によ

り、財務活動による資金の増加は271百万円（前年同期は31百万円の減少）となっております。

EDINET提出書類

株式会社コネクトテクノロジーズ(E05388)

有価証券報告書

14/94



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は30,284千円となりました。その主な内容としては、当社

の事務所移転による建物附属設備11,246千円、株式会社インクルーズの事務所移転による建物附属設備7,799千円

等の設備投資を実施いたしました。

　また、重要な設備の除却としては、株式会社インクルーズのサーバー機器管理システム11,499千円を除却しており

ます。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

 (1）提出会社

事業所名

（所在地）

事業の種類別セグ

メントの名称
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）建物
工具、器具及び

備品
その他 合計

本社

(東京都新宿区）
 全業務共通 本社事務所 11,106 5,580 13,057 29,745

66

（6）

札幌支社

(札幌市東区）
 全業務共通 事業所設備 1,952 850 ― 2,803

20

 　　(-)

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物

工具、器具
及び
備品

その他 合計

㈱マイティークラフト　
 本社　

（東京都豊島区）　

システムソリュー

ション事業　

事業所設備

　
4,932 586 3,535 9,054

56

　（2）

　（注）１．上記金額には消費税等は含めておりません。

 ２．帳簿価額のうち「その他」は、車両及びソフトウエアであります。

３．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 ４．上記の他、複写機、電子周辺機器等をリースにより使用しており、当連結会計年度におけるリース料総額は　　

489千円であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000

計 240,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成21年８月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成21年11月27日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 61,519 61,519
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制度は

採用しておりません。

計 61,519 61,519 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行された株式数は含まれておりません。 

（２）【新株予約権等の状況】

新株予約権等に関する事項は以下のとおりであります。

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権

（平成15年２月21日臨時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成21年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年10月31日）

新株予約権の数 　　27個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　同左

新株予約権の目的となる株式の数 　　　 243株（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 16,112円（注）３ 　同左

新株予約権の行使期間
　平成17年３月１日から

平成22年２月28日まで
　同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額

　発行価格　　16,112円

資本組入額　10,000円

（注）３

　同左

新株予約権の行使の条件  （注）４ 　同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡、質入その他

一切の処分が不可。
　同左

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ― 
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（注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数は

次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

ただし、本項による調整は、当該株式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない目的

たる株式の数においてのみ行われるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとする。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。

　なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴

い、新株予約権の行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整

されている。

４．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。

①　対象者は以下の期間区分に対応して計算される株式数について権利行使できるものとする。ただし計算

の結果生じる単元株未満の株式数は切り捨てるものとする。

権利行使開始日から平成17年8月31日まで　　 付与された権利の25％以下

平成17年９月１日から平成18年８月31日まで　付与された権利の50％以下

平成18年９月１日以降　　　　　　　　　　　付与された権利の全部

②　前項の規定により、付与株式数の全部を行使する場合には、単元株未満の株式についても併せて行使でき

るものとする。

③　本新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間の合計額は1,200万円を超えることができない。

(2）新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。

①　対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。

②　死亡以外の事由により対象者が当社の取締役及びその他の使用人でなくなったとき。

③　会社の就業規則により懲戒解雇または諭旨解雇の処分を受けたとき。

④　自己都合により会社を退職したとき。

(3）権利行使が可能になった新株予約権につき、対象者が死亡した場合には、その日から１年以内に限り、相続

人がそれを行使することができる。

(4）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。
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（平成15年７月24日臨時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成21年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年10月31日）

新株予約権の数 134個 134個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　　　1,206株（注）３ 　　　 1,206株（注）３

新株予約権の行使時の払込金額     26,667円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
　平成15年８月26日から

平成25年７月23日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額

　発行価格　　26,667円

資本組入額　20,000円

（注）３

同左

新株予約権の行使の条件  （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡、質入その他

一切の処分が不可。
同左

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

（注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数は

次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

ただし、本項による調整は、当該株式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない目的

たる株式の数においてのみ行われるものとする。

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとする。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。

　なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴

い、新株予約権の行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整

されている。

４．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。

①　新株予約権は全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新株予約権をさらに分割して行使す

ることはできないものとする。

②　当社普通株式に係る株式が店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券

取引所に上場されていることを要する。

(2）新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。

①　対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。

②　対象者が破産宣告を受けた場合。

(3）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。
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（平成16年11月25日定時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成21年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年10月31日）

新株予約権の数 300個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　同左

新株予約権の目的となる株式の数 　　300株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 564,624円 　同左

新株予約権の行使期間
　平成17年９月１日から

平成26年11月25日まで
　同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額

　発行価格　 564,624円

資本組入額 282,312円

（注）３

　同左

新株予約権の行使の条件  （注）４ 　同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡、質入その他

一切の処分が不可。
　同左

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ―   ― 

（注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数は

次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。ただし、本項による調整は、当該株式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない目

的たる株式の数においてのみ行われるものとする。

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとする。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 　　　 ３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

　　　　　　失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

 　　　 ４．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。

①　新株予約権は全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新株予約権をさらに分割して行使す

ることはできないものとする。

②　当社普通株式に係る株式が店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券

取引所に上場されていることを要する。

(2）新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。

①　対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。

②　対象者が破産宣告を受けた場合。

(3）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年９月１日～

平成17年８月31日

（注）１ 

7,475.5142,522.512,060,1822,806,2872,053,9403,081,562

平成17年９月１日～

平成18年８月31日

（注）１ 

2,582.945,105.41455,5713,261,859452,1553,533,717

平成18年９月１日～

平成19年８月31日

（注）１ 

311 45,416.41 4,010 3,265,869 1,836 3,535,554

平成20年８月31日

（注）２ 
△0.41 45,416 ― 3,265,869 ― 3,535,554

平成20年９月10日

（注）３ 
15,740 61,156 84,9963,350,86584,9963,620,550

平成20年９月１日～

平成21年８月31日

（注）１ 

363 61,519 5,790 3,356,655 1,930 3,622,480

　（注）１．新株予約権の権利行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使及び新株引受権付社債の権利行使

を含む。）

２．自己株式の消却

３．有償第三者割当

　  発行価格　  　　　10,800円

　　資本金組入額　　　 5,400円

　　割当先　㈱ＣＴ事業再生投資
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（５）【所有者別状況】

 平成21年８月31日現在

区分

株式の状況
端株の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の　
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― 2 13 47 10 3 5,356 5,431 ―

所有株式数

（株）
― 2,755 2,969 10,772 742 4 44,27761,519 ―

所有株式数の

割合（％）
― 4.48 4.83 17.51 1.20 0.01 71.97 100.00 ―

　（注）１．自己株式の372株は、「個人その他」に372株含めて記載しております。

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、223株含まれております。

（６）【大株主の状況】

 平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

加来徹也 神奈川県相模原市 9,896 16.08

株式会社プラティア 東京都港区高輪1-23-23 6,221 10.11

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 2,540 4.12

みずほインベスターズ証券株

式会社
東京都中央区日本橋茅場町1-13-16 1,769 2.87

高田智行 東京都港区 1,585 2.57

井上怜士 神奈川県茅ヶ崎市 1,447 2.35

工藤功夫　 東京都文京区　 1,000 1.62

東銀開発株式会社 東京都中央区銀座1-20-17 1,000 1.62

株式会社バンダイナムコホー

ルディングス
東京都品川区東品川4-5-15 900 1.46

 木下信弘 山口県下関市 747 1.21

計 ― 27,105 44.05

　（注）前事業年度末現在、主要株主でなかった株式会社プラティアは、当事業年度末では主要株主となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 372 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　61,147 61,147 －

端株 － － －

発行済株式総数 61,519 － －

総株主の議決権 － 61,147 －

　

②【自己株式等】

 平成21年８月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社コネクト

テクノロジーズ

東京都新宿区西新宿

7-7-29
372 ― 372 0.60

計 － 372 ― 372 0.60

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は以下のとおりであります。

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議によるもの

決議年月日 平成15年２月21日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役１名、当社従業員８名及び社外の協力者２名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 　88株

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

　（注）１．平成15年11月27日付及び平成16年７月20日付をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴い、

株式の数、新株予約権の行使時の払込金額が調整されております。

２．新株予約権の内容については、「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。
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決議年月日 平成15年７月24日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役３名、当社監査役１名、当社従業員16名及び

社外の協力者６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 　281株

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

　（注）１．平成15年11月27日付及び平成16年７月20日付をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴い、

株式の数、新株予約権の行使時の払込金額が調整されております。

２．新株予約権の内容については、「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

決議年月日 平成16年11月25日

付与対象者の区分及び人数 当社監査役２名、当社従業員17名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 　470株

新株予約権の行使時の払込金額 （注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

（注）新株予約権の内容については、「(2) 新株予約権の状況」に記載しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

        【株式の種類等】　　

 　　　　 該当事項はありません

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません

    （３）【株主総会又は取締役会決議に基づかないものの内容】

         該当事項はありません

 

 　（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分  当事業年度 当期間 

 　株式数（株） 処分価額の総額（円) 　 株式数（株） 処分価額の総額（円）

 引き受ける者の募集を

行った取得自己株式
― ― ― ― 

 消却の処分を行った取

得自己株式 
― ― ― ― 

 合併、株式交換、会社分

割に係る移転を行った

自己株式

― ― ― ― 

 その他 ― ― ― ― 

 保有自己株式数 372 ― 372 ―

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を常に重要課題として考えており、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を

行うことを基本方針としております。今後ともその認識には変わりはございません。経営環境は非常に厳しい状態が

続いておりますが、当社グループの競争力を向上させ、企業価値ひいては株主の皆様の利益の最大化を実現すべく、さ

らに努力してまいる所存であります。

　そのうえで安定的な利益が計上できるようになった時点で、業績を勘案しつつ利益配分策を検討してまいる所存で

あります。

　当社の、剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　なお、当社は取締役会の決議により、毎年２月末日を基準日として会社法第454条第５項の規定による中間配当を行

うことができる旨を定款に定めております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期
決算年月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 平成20年８月 平成21年８月

最高（円） 1,050,000 919,000 296,000 92,000 55,000

最低（円） 412,000 193,000 59,100 11,000 10,760

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

　　（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 48,000 48,400 44,700 50,000 50,000 42,700

最低（円） 42,500 41,350 39,000 42,400 40,050 13,200

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

会長
 加来　徹也 昭和39年12月20日生

昭和63年４月日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成10年４月㈱セガエンタープライゼス出向

平成12年５月㈱インデックス入社

平成12年６月

平成17年11月

平成21年３月

当社代表取締役社長

株式会社コネクトリプロ代表取締役

当社代表取締役会長（現任）　　

（注）

３
9,896

代表取締役

社長　
　 落合　敏彦 昭和37年４月15日生　

昭和60年４月日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成17年５月レノボ・ジャパン㈱執行役員

平成20年７月当社入社　社長補佐

平成20年11月

平成21年３月

当社取締役

当社代表取締役社長（現任）

（注）

３
－

取締役

開発/情報シス

テム統括本部第

二開発ゼネラル

マネージャー

伊藤　広明 昭和42年９月23日生

平成２年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成12年７月当社入社　研究開発グループマネー

ジャー

平成15年11月

平成20年11月　

　

当社取締役

当社取締役開発/情報システム統括本

部第二開発ゼネラルマネージャー

（現任）

（注）

３
326

取締役  廣瀬　禎彦 昭和18年４月４日生

昭和44年４月

平成８年10月

平成10年６月

　

平成11年10月

　

平成17年５月

日本アイ・ビー・エム㈱入社

㈱アスキー専務取締役

㈱セガ・エンタープライゼス代表取

締役副社長

アットネットホーム㈱代表取締役社

長兼最高経営責任者

コロムビアソングス㈱代表取締役社

長

平成17年６月コロムビアミュージックエンタテイ

ンメント㈱代表執行役社長兼最高経

営責任者

平成20年１月㈱シーツーデザイン代表取締役社長

平成21年５月

　

平成21年11月

コロムビアミュージックエンタテイ

ンメント㈱取締役名誉相談役(現任)

当社取締役（現任）　　

（注）

６
－ 

常勤監査役  長野　祐三 昭和16年１月４日生

昭和39年４月日本アイ・ビー・エム㈱入社

昭和58年１月同社製造工業営業本部システム室長

平成14年４月当社常勤監査役（現任）

平成18年10月ハミングヘッズ㈱監査役（現任）

（注）

４
20 

監査役  深堀　恵三 昭和31年３月12日生

昭和51年４月千代田化工建設㈱入社

平成元年４月 ㈱ＣＳＫ入社

平成５年４月 同社　移動体通信事業部長

平成８年４月 Sega Soft Inc.（米国）副社長

平成12年10月ダブルクリック㈱ＭＤ

平成15年11月当社監査役（現任）

平成16年６月ジェミナイ・モバイル・テクノロ

ジーズ㈱ダイレクター（現任）

平成19年４月㈱エスエス研究所監査役

（注）

４
－

監査役  大松澤　清隆 昭和28年９月２日生

昭和52年４月日本発条㈱入社

昭和55年12月日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成14年８月プラネックスコミュニケーションズ

㈱入社

平成16年11月当社監査役（現任）

平成18年10月韓国ソフトウェア振興院（現韓国情

報通信国際協力振興院）諮問委員

（現任）

（注）

５
－

    計  10,242
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 注）１．取締役廣瀬禎彦は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　 ２．監査役長野祐三、深堀恵三及び大松澤清隆は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり

ます。

     ３・平成20年11月27日開催の定時株主総会の終結の時から2年間

 　　４・平成19年11月22日開催の定時株主総会の終結の時から4年間

     ５・平成20年11月27日開催の定時株主総会の終結の時から4年間

　　 ６．平成21年11月27日開催の定時株主総会において増員として選任されたため、その任期は、当社定款の定めにより、

存任取締役の任期の残存期間と同一となっております。　
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は変化の早い事業環境にあって、経営の健全性と迅速な意思決定の両立を実現し、企業価値を継続的に増大さ

せるためには、コーポレート・ガバナンスの整備と強化が重要な課題であると考えております。　

(1) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況　

　当社の取締役会は、提出日現在、社外取締役１名を含む取締役４名から構成されております。監査役会につき

ましては、監査役３名全員が社外監査役であり、取締役の業務遂行を監督しております。また、毎月開催の取締

役会のほか、毎週開催のゼネラルマネージャー職以上によるマネージャーミーティングにも監査役の参加を

要請しており、十分な議論の上、迅速な意思決定ができる体制の確立を図っております。一方コンプライアン

スに関しましては、顧問弁護士、監査法人等の社外専門家と密接な関係を保ち、経営に法的な統制が働く仕組

みを構築しております。 

 （経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況）

　

②　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　社外監査役長野祐三は、当社の株式20株を所有しております。社外監査役深堀恵三は、ジェミナイ・モバイル

・テクノロジーズ株式会社のＥ２Ｅダイレクターを務めており、当社は同社との間にシステム開発等の取引

関係があります。

 ③　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は経営管理統括本部内に内部監査担当者１名を設置し、業務の効率性改善や不正取引の発生防止等を目

的に内部監査を計画的に実施しております。内部監査担当者は、被監査部門に対して具体的な助言・勧告、業務

改善状況の確認を行うとともに、監査役会及び会計監査人との意見交換により、内部統制組織の監査及び牽制

を行っております。

 ④　会計監査の状況

　当社は清友監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。当連結会計年度において会計監

査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであり、その他公認会計士６名、その他３名が補助者として監査

業務に携わっております。

　指定社員　業務執行社員　田口　邦宏

　指定社員　業務執行社員　平岡　彰信
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⑤　コーポレート・ガバナンス充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

　当社は、平成18年５月31日開催の取締役会において、会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第

100条第１項及び同第３項に基づき、業務運営を適正、かつ、効率的に行うことを確保するために内部統制シス

テム構築の基本方針を決定いたしました。

　なお、本方針は法令の改正及び社会情勢の変化等に対応するため、適宜見直しを行い、改善を図ることによ

り、適法、かつ、効率的な企業体制を構築するとともに、コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組みを実

施しております。

⑥　取締役の定数及び選任の決議要件

　当社は、取締役の員数を８名以内とする旨を定款に定めております。

　また、株主総会における取締役選任決議の定足数の確保を確実にするため、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めてお

ります。

　なお、取締役選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

⑦　取締役会で決議できる株主総会決議事項

　当社は、会社法165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる旨を定款に定めております。これは、経済情勢の変化に対応した機動的な資本政策を可能にする

ことを目的とするものであります。

　また、取締役会の決議によって、毎年２月末日を基準日として、会社法第454条第５項に定める中間配当を行

うことができる旨を定款に定めております。これは、株主様への機動的な利益還元を行うことを目的とするも

のであります。

 ⑧　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。　　

 

　　(2) 役員報酬

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

区　　分 支給人員（名） 支給額（千円）

取　締　役 4 30,769

監　査　役

（うち社外監査役）

3

(3)

8,400

(8,400) 

合　　計 7 39,169

 （注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 ２．取締役の報酬限度額は、平成15年11月27日開催の第４期定時株主総会において年額100百万円以内（ただし、

     使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成15年11月27日開催の第４期定時株主総会において年額60百万円以内と決議いた

    だいております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － 18,000 －

連結子会社 － － － －

計 － － 18,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 監査日数等を勘案した上で決定しております。 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

前連結会計年度（平成19年９月１日から平成20年８月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

前事業年度（平成19年９月１日から平成20年８月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年９月１日から平成20年８月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度(平成19年９月１日から平成20年８月31日まで)の財務諸表については東

陽監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度(平成20年９月１日から平成21年８月31日まで)の財務諸表については清友監査法人により監査を

受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり異動しております。

　前連結会計年度及び前事業年度　　東陽監査法人

　当連結会計年度及び当事業年度　　清友監査法人　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年８月31日)

当連結会計年度
(平成21年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 436,924 70,403

受取手形及び売掛金 334,591 173,145

たな卸資産 302,723 －

仕掛品 － 29,615

繰延税金資産 5,327 6,735

その他 127,616 124,398

貸倒引当金 △4,450 △48,973

流動資産合計 1,202,732 355,324

固定資産

有形固定資産

建物 84,960 25,156

減価償却累計額 △32,368 △7,164

建物（純額） 52,592 17,992

工具、器具及び備品 124,654 39,803

減価償却累計額 △70,058 △32,785

工具、器具及び備品（純額） 54,596 7,018

その他 3,193 3,569

減価償却累計額 △2,613 △496

その他（純額） 580 3,073

有形固定資産合計 107,768 28,084

無形固定資産

のれん 25,679 12,989

その他 67,803 29,743

無形固定資産合計 93,483 42,733

投資その他の資産

投資有価証券 650,606 ※１
 473,339

繰延税金資産 5,804 71

敷金及び保証金 155,362 63,977

その他 17,846 6,402

貸倒引当金 △14,445 △156,918

投資その他の資産合計 815,173 386,873

固定資産合計 1,016,425 457,691

資産合計 2,219,158 813,015
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年８月31日)

当連結会計年度
(平成21年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 137,564 7,763

1年内返済予定の長期借入金 48,265 24,770

未払金 － 57,959

未払法人税等 26,625 15,258

賞与引当金 13,462 5,999

事務所移転費用引当金 30,794 －

その他 181,859 42,543

流動負債合計 438,571 154,294

固定負債

長期借入金 63,127 96,849

繰延税金負債 78,956 73,402

退職給付引当金 20,397 －

関係会社事業損失引当金 3,054 －

その他 400 2,187

固定負債合計 165,934 172,438

負債合計 604,505 326,733

純資産の部

株主資本

資本金 3,265,869 3,356,655

資本剰余金 3,538,388 3,625,314

利益剰余金 △5,339,490 △6,588,125

自己株式 △14,554 △14,554

株主資本合計 1,450,212 379,289

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 115,086 106,992

為替換算調整勘定 43,119 －

評価・換算差額等合計 158,205 106,992

新株予約権 6,234 －

純資産合計 1,614,652 486,282

負債純資産合計 2,219,158 813,015
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 2,695,975 1,571,070

売上原価 1,925,516 1,019,241

売上総利益 770,458 551,828

販売費及び一般管理費 ※１、※２
 1,763,867

※１、※２
 1,290,317

営業損失（△） △993,408 △738,488

営業外収益

受取利息 3,165 27,246

受取配当金 2,264 1

助成金収入 900 －

解決金収入 1,069 1,050

その他 1,534 1,308

営業外収益合計 8,934 29,606

営業外費用

支払利息 4,197 2,895

株式交付費 － 1,908

為替差損 13 －

貸倒引当金繰入額 － 15,183

支払手数料 － 46,438

その他 1,004 0

営業外費用合計 5,215 66,426

経常損失（△） △989,688 △775,308

特別利益

固定資産売却益 ※３
 2,971

※３
 7,565

投資有価証券売却益 － 8,498

関係会社株式売却益 － 468,981

貸倒引当金戻入額 2,335 4,280

関係会社事業損失引当金戻入額 － 2,495

新株予約権戻入益 1,161 696

その他 － 502

特別利益合計 6,468 493,020
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

特別損失

固定資産売却損 － ※４
 1,489

固定資産除却損 ※５
 31,726

※５
 14,948

減損損失 ※６
 50,442

※６
 53,691

投資有価証券評価損 78,878 120,486

投資有価証券売却損 8,975 －

関係会社株式売却損 － 8,815

たな卸資産廃棄損 3,546 11,956

たな卸資産評価損 102,399 ※７
 117,977

特別退職金 － 3,986

事務所移転費用 － 28,973

事務所移転費用引当金繰入額 30,794 －

貸倒引当金繰入額 － 634,115

関係会社清算損 － 3,382

関係会社事業損失引当金繰入額 3,054 －

損害賠償損失 19,920 －

特別損失合計 329,738 999,822

税金等調整前当期純損失（△） △1,312,958 △1,282,111

法人税、住民税及び事業税 19,492 9,021

法人税等調整額 △688 2,935

法人税等合計 18,804 11,957

少数株主損失（△） △13,178 －

当期純損失（△） △1,318,585 △1,294,068
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,265,869 3,265,869

当期変動額

新株の発行 － 90,786

当期変動額合計 － 90,786

当期末残高 3,265,869 3,356,655

資本剰余金

前期末残高 3,538,404 3,538,388

当期変動額

自己株式の処分 △16 －

新株の発行 － 86,926

当期変動額合計 △16 86,926

当期末残高 3,538,388 3,625,314

利益剰余金

前期末残高 △4,020,905 △5,339,490

当期変動額

当期純損失（△） △1,318,585 △1,294,068

連結範囲の変動 － 45,433

当期変動額合計 △1,318,585 △1,248,634

当期末残高 △5,339,490 △6,588,125

自己株式

前期末残高 △14,570 △14,554

当期変動額

自己株式の処分 16 －

当期変動額合計 16 －

当期末残高 △14,554 △14,554

株主資本合計

前期末残高 2,768,798 1,450,212

当期変動額

当期純損失（△） △1,318,585 △1,294,068

新株の発行 － 177,712

自己株式の処分 － －

連結範囲の変動 － 45,433

当期変動額合計 △1,318,585 △1,070,922

当期末残高 1,450,212 379,289
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 36,664 115,086

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

78,422 △8,094

当期変動額合計 78,422 △8,094

当期末残高 115,086 106,992

為替換算調整勘定

前期末残高 54,864 43,119

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△11,745 △43,119

当期変動額合計 △11,745 △43,119

当期末残高 43,119 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 91,529 158,205

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

66,676 △51,213

当期変動額合計 66,676 △51,213

当期末残高 158,205 106,992

新株予約権

前期末残高 7,395 6,234

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,161 △6,234

当期変動額合計 △1,161 △6,234

当期末残高 6,234 －

少数株主持分

前期末残高 13,178 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13,178 －

当期変動額合計 △13,178 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 2,880,900 1,614,652

当期変動額

当期純損失（△） △1,318,585 △1,294,068

新株の発行 － 177,712

連結範囲の変動 － 45,433

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 52,337 △57,447

当期変動額合計 △1,266,247 △1,128,370

当期末残高 1,614,652 486,282
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,312,958 △1,282,111

減価償却費 61,253 33,305

減損損失 50,442 53,691

のれん償却額 22,467 7,449

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,335 645,712

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,264 △5,212

事務所移転費用引当金の増減額（△は減少） － △17,234

退職給付引当金の増減額（△は減少） 867 △1,190

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少) － △2,495

受取利息及び受取配当金 △5,430 △27,247

支払利息 4,197 2,895

株式交付費 － 1,908

固定資産売却損益（△は益） △6,076

固定資産除却損 31,726 14,948

関係会社事業損失引当金繰入額 3,054 －

投資有価証券評価損益（△は益） 78,878 120,486

投資有価証券売却損益（△は益） 8,975 △8,498

関係会社株式売却損益（△は益） － △460,165

新株予約権戻入益 △1,161 △696

事務所移転費用引当金繰入額 30,794 －

損害賠償損失 19,920 －

たな卸資産廃棄損 － 11,956

たな卸資産評価損 102,399 117,977

特別退職金 － 3,986

事務所移転費用 － ※５
 28,973

関係会社清算損益（△は益） － 3,382

支払手数料 － 46,438

売上債権の増減額（△は増加） 204,540 12,106

たな卸資産の増減額（△は増加） △77,821 28,911

仕入債務の増減額（△は減少） △88,803 △50,871

未払又は未収消費税等の増減額 △2,812 5,667

その他 △71,204 30,826

小計 △933,744 △691,176

利息及び配当金の受取額 4,919 1,190

利息の支払額 △3,351 △2,621

法人税等の支払額 △7,480 △19,527

法人税等の還付額 734 585

特別退職金の支払額 － △3,986

事務所移転費用の支払額 － △8,162

EDINET提出書類

株式会社コネクトテクノロジーズ(E05388)

有価証券報告書

38/94



(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー △938,923 △723,699

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,000 －

投資有価証券の取得による支出 △762 －

投資有価証券の売却による収入 45,913 51,630

子会社株式の取得による支出 － △1,590

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※２

 △457 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※３
 49,897

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ ※４
 △11,473

有形固定資産の売却による収入 8,779 1,294

有形固定資産の取得による支出 △45,569 △7,756

無形固定資産の取得による支出 △62,470 △979

貸付金の回収による収入 － 211,000

貸付けによる支出 △10,000 △231,000

敷金及び保証金の回収による収入 3,005 74,336

敷金及び保証金の差入による支出 △31,125 △39,013

その他 △1,273 △4,853

投資活動によるキャッシュ・フロー △98,961 91,492

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △1,264 －

長期借入れによる収入 25,000 175,000

長期借入金の返済による支出 △37,219 △32,813

株式の発行による収入 － 129,365

その他 △18,117 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,600 271,552

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,756 △865

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,075,242 △361,520

現金及び現金同等物の期首残高 1,507,166 431,924

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 431,924

※１
 70,403
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【継続企業の前提に関する事項】

前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

　当社グループは、前連結会計年度において997百万円、当

連結会計年度において993百万円の大幅な営業損失を計上

し、また当連結会計年度の営業キャッシュ・フローも938

百万円と大幅なマイナスとなっていることから、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しております。

　当社グループは当該状況を解消するため、当社グループ

各社の事業について現状及び今後の可能性を吟味し、

キャッシュ・フローの改善を最優先課題としてグループ

各社について整理、統合等リストラクチャリングを進めて

おります。

　具体的には当社における外注費の内製化による圧縮によ

り101百万円、研究開発費の圧縮により106百万円、再建見

通しがつくまでの人材募集凍結による募集費の圧縮によ

り13百万円、雑給の圧縮により10百万円、交際費、交通費等

その他販管費の圧縮により58百万円の支出削減を行うと

ともに、グループの不採算会社の売却もしくは清算を次連

結会計年度中に進めることにより、営業損失ならびに貸付

金の拡大を防止致します。

　また、当社が保有する上場投資有価証券及び非上場投資

有価証券を次連結会計年度中に合計約500百万円の資金確

保を目処に売却するとともに、引き続き第三者割当増資を

計画することによりキャッシュ・フローの改善を図りま

す。

　合せて、事業構造の転換にも取り組んでおり、受託開発以

外の収益の柱として、広告配信プラットフォームの提供や

当社ソフトウェアプロダクトのASP化やOEM提供等、サービ

ス事業の強化に取り組んでおり、コスト削減効果とともに

黒字体質への転換を目指しております。

　連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映し

ておりません。

　当社グループは、前連結会計年度において993百万円、当

連結会計年度において738百万円の大幅な営業損失を計上

し、また当連結会計年度の営業キャッシュ・フローも723

百万円と大幅なマイナスとなっていることから、継続企業

の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しております。

　当社グループは当該状況を解消するため、当社グループ

各社の事業について現状及び今後の可能性を吟味し、

キャッシュ・フローの改善を最優先課題としてグループ

各社について整理、統合等リストラクチャリングを進めて

おります。

　具体的には、不採算事業である連結子会社及び事業の休

止並びに売却による営業キャッシュ・フローの改善、希望

退職の募集及び役員報酬の減額並びに従業員給与の減額

による月額約７百万円の人件費の圧縮、本社移転による月

額約７百万円の圧縮、開発の内製化による外注費、交際費

及び交通費等その他販管費の削減で月額約10百万円の圧

縮等を進め、経費の削減を図っております。

　また、第三者割当増資も進めることによりキャッシュ・

フローの大幅改善を図ります。

　併せて、事業構造の転換にも積極的に取り組んでおり、非

接触ICソリューション事業への戦略的な集中における営

業の強化、また受託開発以外の収益の柱として、ソフトウ

エアプロダクトのASP化やOEM提供等、サービス事業の強化

にも取り組んでおり、コスト削減とともに黒字体質への転

換を目指しております。

　しかし、これらの対応策の一部については、関係者との協

議を行いながら進めている途中であるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、こ

のような重要な不確実性の影響を当連結会計年度の連結

財務諸表には反映しておりません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

１．連結の範囲に関する事項  （1）連結子会社の数　　６社

 連結子会社の名称

　Winnow Technologies Inc.

  ㈱エスエス研究所

  ㈱インクルーズ

　㈱コネクトリプロ

  ㈱スタイルエイチ

  ㈱マイティークラフト

 ㈱マイティークラフトについては、

当連結会計年度において株式の取得

によって子会社としたため、連結の範

囲に含めております。

　また、従来連結子会社であった㈱

Mobile１は、平成20年３月１日に連結

子会社㈱インクルーズに吸収合併さ

れております。

 （1）連結子会社の数　　１社

連結子会社の名称

  ㈱マイティークラフト

　当社の連結子会社であった㈱エスエ

ス研究所、㈱コネクトリプロ及び㈱イ

ンクルーズは、それぞれ平成21年２月

27日、平成21年３月３日及び平成21年

３月30日に全株式を譲渡したため、連

結の範囲から除外しております。

　また、従来連結子会社であった㈱ス

タイルエイチは、平成20年12月１日に

連結子会社であった㈱インクルーズ

に吸収合併されております。

　また、当社の連結子会社であった

Winnow Technologies Inc.は、平成21

年６月30日に清算されたため、連結の

範囲から除外しております。　

  （2）非連結子会社の名称等

──────

 （2）非連結子会社の名称等

──────

２．持分法の適用に関する事

項

────── ──────

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうちWinnow Technologies

Inc.の決算日は６月30日、㈱インクルーズ

及び㈱スタイルエイチの決算日は７月31

日であります。連結財務諸表の作成にあ

たっては、決算日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行ってお

ります。

　また、㈱マイティークラフトの決算日は、

平成20年６月24日付の臨時株主総会決議

により、12月31日から８月31日に変更して

おり連結決算日と一致しております。当事

業年度は８ケ月決算となっておりますが、

連結財務諸表の作成にあたっては、平成19

年９月１日から平成20年８月31日までの

財務諸表を使用しております。　

　なお、㈱エスエス研究所及び㈱コネクト

リプロの決算日は、連結決算日と一致して

おります。

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。　
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

  

 （1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ　有価証券

 　 その他有価証券

　  時価のあるもの

  連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

イ　有価証券

 　 その他有価証券

　  時価のあるもの

同左

 時価のないもの　

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの　

同左

 ロ　たな卸資産

　　商品

  　先入先出法による原価法を採用して

おります。

ロ　たな卸資産

　　商品、製品及び原材料

　　移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

   　　製品

  　先入先出法による原価法を採用して

おります。

　

　　

   　  原材料

  　リサイクル用携帯電話については先

入先出法、その他の原材料については

移動平均法による原価法を採用して

おります。

  　

   　　仕掛品

  　個別法による原価法を採用しており

ます。

  　　仕掛品

　　個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しており

ます。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

 （2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法

  イ　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法

を、また在外連結子会社は当該国の会

計基準の規定に基づく加速度償却法

及び定額法を採用しております。

主な耐用年数　　　　　　　　　

　　  建物　　　　　３～18年

  　　　工具器具備品　２～15年 

  イ　有形固定資産（リース資産を除く）　

定率法を採用しております。　

主な耐用年数　　　　　　　　　

　　  建物　　　　　　　　３～18年

  　　　工具、器具及び備品　２～15年

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、法人税法の改正
に伴い、平成19年９月１日以降取得の固
定資産については、改正法人税法の規定
する償却方法により、減価償却費を計上
しております。
　なお、この変更による営業損失、経常損
失及び税金等調整前当期純損失に与え
る影響は軽微であります。

――――――

　

 （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年８月
31日以前取得の固定資産については、改
正前の法人税法に規定する減価償却の
方法の適用により取得価額の５％に到
達した連結会計年度の翌連結会計年度
より、取得価額の５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわたり均等償却し、
減価償却費に含めて計上しております。
　なお、この変更による営業損失、経常損
失及び税金等調整前当期純損失に与え
る影響は軽微であります。

――――――

　

  ロ　無形固定資産

 　定額法を採用しております。なお、市

場販売目的のソフトウェアについて

は、見込販売可能期間（３年以内）、

自社利用ソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。ま

た、のれんについては、毎期均等額を

償却しております。

 ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

  ――――――  ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

　なお、リース取引開始日が平成20年

８月31日以前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。　

 ハ　長期前払費用

   定額法を採用しております。

ニ　長期前払費用

同左

 （3）繰延資産の処理方法 イ　株式交付費

──────

イ　株式交付費

 　支出時に全額費用処理しておりま

す。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

 （4）重要な引当金の計上

基準

イ　貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

イ　貸倒引当金

同左

 ロ　賞与引当金

  一部の連結子会社では従業員の賞

与の支給に備えるため、支給対象期間

を基礎に当連結会計年度の負担に属

する支給見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

連結子会社では従業員の賞与の支給

に備えるため、支給対象期間を基礎に

当連結会計年度の負担に属する支給

見込額を計上しております。

  ハ　退職給付引当金

  一部の連結子会社では従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度

末の退職給付債務（簡便法による期

末自己都合要支給額）を計上してお

ります。

 ハ　退職給付引当金

――――――

  ニ　関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるた

め、当社が負担すると見込まれる損失

見込額を計上しております。

 ニ　関係会社事業損失引当金

――――――

  ホ　事務所移転費用引当金

　一部の連結子会社では、事務所移転

に伴い、従来より賃貸していた事務所

について当連結会計年度において解

約申し入れ等を行ったため、発生する

損失に備えるため、これに係る固定資

産除却損及び原状回復工事費用等を

見積り計上しております。

 ホ　事務所移転費用引当金

――――――

 （5）重要なリース取引の

処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

　なお、在外連結子会社においては、主とし

て通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理を採用しております。

――――――

  （6）その他の連結財務諸

表作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

 ５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

 ６．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項

  のれんの償却については、原則としてそ

の投資効果の発現すると見積もられる期

間で償却することとしております。

同左

 ７．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ケ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

────── （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　　当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用し、評価基準については、原価法から原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）に変更しております。

　この変更により当連結会計年度の税金等調整前当期純

損失が117,977千円増加しております。

────── （たな卸資産の評価方法の変更）

　　従来、商品、製品及び原材料については、主として先入先

出法による原価法を採用しておりましたが、当連結会計

年度より、移動平均法による原価法を採用しております。

　　この変更は、生産が多品種・小ロットであり、在庫量が多

くなったことにより、移動平均法による原価法を用いた

たな卸資産の評価が合理的であるためです。

　　これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純

損失に与える影響は軽微であります。　

────── （リース取引に関する会計基準の適用）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しており

ます。

　これによる当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失への影響はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

―――――――　

　

(連結貸借対照表)

　　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日 内閣府

令第50号)が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」、「仕掛品」、「原材料

及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」、「仕掛品」、「原材料及び貯蔵品」は、そ

れぞれ191,931千円、99,538千円、11,253千円であります。

　 　　また、前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「未払金」は、当連結会計年度に

おいて、負債及び純資産の合計額の100分の５を超えたた

め区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度末の「未払金」は、83,440千円であ

ります。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

　　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「たな卸

資産評価損」は、当連結会計年度においては金額に重要

性が増したため、「たな卸資産評価損」として独立掲記

しております。

　なお、前連結会計年度において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「たな卸資産評価損」は29,221千円であります。

――――――――

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年８月31日）

当連結会計年度
（平成21年８月31日）

　　　　　　　　　――――――― ※１　「投資有価証券」の一部を株券消費貸借契約により

貸し出しております。当該貸付有価証券の当連結会計

年度末の連結貸借対照表価額は273,040千円でありま

す。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

  ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

 は次のとおりであります。

  ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

 は次のとおりであります。

役員報酬          112,477千円

給与手当 685,058千円

法定福利費 92,517千円

地代家賃 118,059千円

支払手数料          114,112千円

研究開発費         130,739千円

退職給付費用       264千円 

のれん償却額       22,467千円 

役員報酬 75,332千円

給与手当 494,935千円

法定福利費 63,297千円

地代家賃 104,829千円

支払手数料 106,117千円

研究開発費 106,202千円

貸倒引当金繰入額 11,364千円

賞与引当金繰入額 4,492千円

退職給付費用 66千円

のれん償却額 7,449千円

  ※２．一般管理費に含まれる研究開発費は、130,739千円

 であります。

  ※２．一般管理費に含まれる研究開発費は、106,202千円

 であります。

  ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。   ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 2,642千円

車輌運搬具 328千円

工具、器具及び備品 1,384千円

車輌運搬具 387千円

ソフトウエア 2,994千円

その他（無形固定資産） 2,800千円

  　　　　　　　　　―――――――   ※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

　 工具、器具及び備品 1,489千円

  ※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。   ※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 10,219千円

工具、器具及び備品 17,234千円

ソフトウェア 3,424千円

車輌運搬具 847千円

建物 402千円

工具、器具及び備品 3,108千円

ソフトウエア 3,871千円

のれん 6,050千円

長期前払費用 1,517千円

  ※６．減損損失

　当連結会計年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 

サービス事業用インター

ネットウェブサイト営業

権

のれん 東京都中野区

市場販売目的のソフト

ウェア

ソフトウェア

販売権 
東京都新宿区 

遊休資産 ソフトウェア 東京都新宿区 

 

  ※６．減損損失

　当連結会計年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 

事業用資産

(旧本社事務所)　

建物

工具、器具及び備

品

東京都新宿区

事業用資産

(広告配信システム事

業)　

工具、器具及び備

品

ソフトウエア

東京都新宿区 
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前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

 （減損損失の認識に至った経緯）

連結子会社の株式会社スタイルエイチが所有する

サービス事業用インターネットウェブサイトの営業権

については、当初想定していた収益を見込めなくなった

ため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失40,950千円を特別損失に計上しております。

　また、当社が所有する市場販売目的のソフトウェア及

び販売権については、当初想定していた収益を見込めな

くなったため当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、減損損失8,325千円を特別損失に計上しており

ます。

　遊休資産については、減損の要否を検討し、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、減損損失1,167千円を特別損

失に計上しております。

 （減損損失の認識に至った経緯）

旧本社事務所の固定資産については、事務所移転時

に、資産を除却する予定であったため、当該資産の帳簿

価額全額を減損損失として特別損失に30,231千円計上

しております。

　また、広告配信システム事業の見直しを行ったことに

より、自社利用ソフトウエア等の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、減損損失として23,460千円を特別損失に

計上しております。

 （減損損失の金額）

種類 金額

 のれん             40,950千円

 ソフトウェア       4,992千円

 販売権       4,500千円

 （減損損失の金額）

種類 金額

 建物 27,392千円

 工具、器具及び備品 10,476千円

 ソフトウエア　　 15,822千円

 （グルーピングの方法）

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資

産のグルーピングを行っており、現在遊休状態にあり、

今後も事業の用に供する予定が極めて不透明なものに

ついては遊休資産としてグルーピングしております。

 （グルーピングの方法）

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資

産のグルーピングを行っております。

 （回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額は、使用価値として備忘価額を付してお

ります。

 （回収可能価額の算定方法等）

旧本社事務所の固定資産については、除却予定であっ

たことから、使用価値を零としております。

また、広告配信システム事業の自社利用ソフトウエア

等については、使用価値として備忘価額を付しておりま

す。　

　　　　　　　　　――――――― 　※７．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額であります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成19年９月１日　至平成20年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式                 

普通株式（注） 45,416.41 ― 0.41 45,416

合計 45,416.41 ― 0.41 45,416

自己株式                 

普通株式（注） 372.41 ― 0.41 372.00

合計 372.41 ― 0.41 372.00

 　　（注）発行済株式及び自己株式の減少は、自己株式の消却によるものであります。

２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計年
度増加 

当連結会計年
度減少

当連結会計
年度末

連結子会社 新株予約権 普通株式 ― ― ― ― 6,234

合計 ― ― ― ― 6,234

 

当連結会計年度（自平成20年９月１日　至平成21年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式                 

普通株式（注） 45,416 16,103 ― 61,519

合計 45,416 16,103 ― 61,519

自己株式                 

普通株式（注） 372.00 ― ― 372.00

合計 372.00 ― ― 372.00

 　　（注）発行済株式の増加は、第三者割当増資(15,740株)及び新株予約権の権利行使(363株)によるものであります。

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。　
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

 ※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

 ※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年８月31日現在） （平成21年８月31日現在）

現金及び預金勘定     436,924千円 

預金期間が３ヶ月を超え

る定期預金

  △5,000千円 

現金及び現金同等物   431,924千円 

現金及び預金勘定  70,403千円 

預金期間が３ヶ月を超え

る定期預金

 －千円 

現金及び現金同等物  70,403千円 

 ※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

　株式の取得により新たに株式会社マイティークラ

フトを連結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式会社マイティークラフトの

取得価額と株式会社マイティークラフトのための

支出（純額）との関係は次のとおりであります。

  （千円）

流動資産  88,737

固定資産  17,568

連結調整勘定  21,649

流動負債  △62,807

固定負債  △33,948

株式会社マイティークラフト株

式の取得価額
 31,200

株式会社マイティークラフト現

金及び現金同等物
 △30,742

差引：株式会社マイティークラ

フト取得のための支出
 457

 　　　　　　　　　　―――――――

　　　　　　　　　　―――――――  ※３　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳

　株式の売却により株式会社インクルーズが連結子

会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負

債の内訳並びに売却価額と売却による収入（純

額）は次のとおりであります。

  （千円）

流動資産  73,211

固定資産  56,241

流動負債  △60,236

固定負債  △400

株式売却損　　 　 △8,815

株式の売却価額  60,000

現金及び現金同等物  △10,102

差引：売却による収入  49,897
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前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

　　　　　　　　　　―――――――  ※４　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳

　株式の売却により株式会社エスエス研究所、株式

会社コネクトリブロが連結子会社でなくなったこ

とに伴う売却時の資産及び負債の内訳並びに売却

価額と売却による支出（純額）は次のとおりであ

ります。

  （千円）

流動資産  276,002

固定資産  24,956

流動負債  △617,680

固定負債  △111,723

新株予約権  △5,537

株式売却益  468,981

株式の取得価額  35,000

現金及び現金同等物  △46,473

差引：売却による支出　　　　  △11,473

　　　　　　　　　　―――――――  ※５　重要な非資金取引の内容

　事務所移転費用のうち18,967千円は、敷金及び保

証金との相殺によるものであります。　
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超える

リース物件がないため、記載を省略しております。

１．借主側 　

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額及び期末残高相当額

　

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 3,195 2,130 1,065
合計 3,195 2,130 1,065

 

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 654千円

１年超 442千円

合計 1,096千円

 

③  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　

支払リース料 2,212千円

減価償却費相当額 2,038千円

支払利息相当額 56千円

　     

　     

　     

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

　　（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成20年８月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 22,120 266,930 244,810

 小計 22,120 266,930 244,810

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 162,197 111,430 △50,767

 小計 162,197 111,430 △50,767

合計 184,317 378,360 194,042

 　　（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、3,420千円の減損処理を

　　　　　 行っております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

45,913 － 8,975

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券     

非上場株式 217,246

非上場転換社債型新株予約権付社債 55,000

 　　（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について、75,458千円の減損処理を

　　　　　 行っております。 

当連結会計年度（平成21年８月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 92,150 273,040 180,890

 小計 92,150 273,040 180,890

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 1,560 1,065 △495

 小計 1,560 1,065 △495

合計 93,710 274,105 180,395

 　　（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、90,607千円の減損処理を

　　　　　 行っております。
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２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年９月１日　至　平成21年８月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

51,630 8,498 －

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券     

非上場株式 144,234

非上場転換社債型新株予約権付社債 55,000

 　　（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について、29,878千円の減損処理を

　　　　　 行っております。 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成19年９月１日　至平成20年８月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年９月１日　至平成21年８月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

 １．採用している退職給付制度の概要

　一部の連結子会社では、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しておりましたが、当該連結子会社は、当連

結会計年度において連結の範囲から除外しております。

 ２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年８月31日）
当連結会計年度

（平成21年８月31日）

(1）退職給付債務（千円） 20,397 －

(2）退職給付引当金（千円） 20,397 －

 ３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年８月31日）
当連結会計年度

（平成21年８月31日）

勤務費用（退職給付費用） 2,322 66

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　退職給付債務の算定に当たっては、簡便法（自己都合退職による期末要支給額の100％を退職給付債務とする方

法）を採用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

１．当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　特別利益　　　　　新株予約権戻入益　  1,161千円

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 会社名 提出会社 同左 同左 同左

 決議年月日
平成14年２月21日
臨時株主総会決議

平成15年２月21日 
臨時株主総会決議 

平成15年７月24日 
臨時株主総会決議 

平成16年11月25日
定時株主総会決議

付与対象者の区

分及び数

当社取締役２名、　　　　当

社従業員14名

当社取締役１名、　　当社

従業員８名及び　社外の

協力者２名

当社取締役４名、監査役

１名、従業員15名及び社

外の協力者６名

当社監査役２名、　　　従

業員17名

ストック・オプ

ション数
普通株式　　　　100株 普通株式　　　　88株 普通株式　　　281株 普通株式　　　　470株

付与日 平成14年２月25日  平成15年２月21日  平成15年8月20日 平成17年６月８日

権利確定条件 該当事項はありません  同左  同左  同左

対象勤務期間 該当事項はありません  同左  同左  同左

権利行使期間
平成16年３月１日から

平成21年２月28日まで

平成17年３月１日から

平成22年２月28日まで

平成15年８月26日から

平成25年７月23日まで

平成17年９月１日から

平成26年11月25日まで

 

 会社名
連結子会社
㈱コネクトリプロ 

同左
連結子会社
㈱インクルーズ

決議年月日 平成18年５月10日臨時株主総会決議 同左 平成19年６月22日臨時株主総会決議

付与対象者の区

分及び数

当社子会社取締役１名

当社子会社従業員５名

当社子会社取締役５名

当社子会社監査役１名

当社子会社従業員２名 

当社子会社従業員70名

ストック・オプ

ション数
普通株式       220株 普通株式       500株普通株式      240株

付与日 平成18年９月20日 同左 平成19年７月１日 

権利確定条件

 ①同社株式が、証券取引所に上場さ

れた場合に限り、新株予約権の権利

行使ができるものとする。

②新株予約権は、権利行使期間到来

までの間、原則として同社又は同社

関係会社の取締役、監査役、従業員の

地位にあることを要するものとす

る。 

該当事項はありません

 ①同社株式が、証券取引所に上場さ

れた場合に限り、新株予約権の権利

行使ができるものとする。

②新株予約権は、権利行使期間到来

までの間、原則として同社又は同社

関係会社の取締役、監査役、従業員の

地位にあることを要するものとす

る。 

対象勤務期間 該当事項はありません 同左 同左 

権利行使期間
平成20年５月11日から

平成27年５月31日まで

平成18年10月１日から

平成22年９月30日まで

平成21年７月１日から

平成29年６月30日まで

（注）付与日現在の株式数に換算して記載しております。

　なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日にそれぞれ1：3の株式分割を実施しております。これにより、ス

トック・オプション数が調整されております。
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 　(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 同左 同左 同左 
連結子会社
㈱コネクトリ
プロ 

同左 
連結子会社
㈱インクルー
ズ

 決議年月日

平成14年２月
21日

臨時株主総会
決議

平成15年２月
21日

臨時株主総会
決議

平成15年７月
24日

臨時株主総会
決議

平成16年11月
25日

定時株主総会
決議

平成18年５月
10日

臨時株主総会
決議

平成18年５月
10日

臨時株主総会
決議

平成19年６月
22日

臨時株主総会
決議

権利確定前

　　　　　　

（株）

                            

前連結会

計年度末
－ － － － 200 － 240

付与 － － － － － － －

失効 － － － － 50 － 201

権利確定 － － － － － － －

未確定残 － － － － 150 － 39

権利確定後

（株）
                            

前連結会

計年度末
188 243 1,449 310 － 500 －

権利確定 － － － － － － －

権利行使 － － － － － － －

失効 － － － 10 － － －

未行使残 188 243 1,449 300 － 500 －

 

②　単価情報

会社名 提出会社 同左 同左 同左 
連結子会社
㈱コネクトリ
プロ 

同左 
連結子会社
㈱インクルー
ズ

 決議年月日

平成14年２月
21日

臨時株主総会
決議

平成15年２月
21日

臨時株主総会
決議

平成15年７月
24日

臨時株主総会
決議

平成16年11月
25日

定時株主総会
決議

平成18年５月
10日

臨時株主総会
決議

平成18年５月
10日

臨時株主総会
決議

平成19年６月
22日

臨時株主総会
決議

権利行使価格

　　　　　　（円）
13,334 16,112 26,667564,62450,000100,000 41,600

行使時平均株

価　　　　　

（円）

－ － －　 －　 －　 　－ －　

公正な評価単

価（付与日）

（円）

　－ －　 －　 －　 23,227 5,442 －　

 ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

     該当事項はありません。

 ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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当連結会計年度（自　平成20年９月１日　至　平成21年８月31日）

１．当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　特別利益　　　　　新株予約権戻入益　  696千円

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 会社名 提出会社 同左 同左 同左

 決議年月日
平成14年２月21日
臨時株主総会決議

平成15年２月21日 
臨時株主総会決議 

平成15年７月24日 
臨時株主総会決議 

平成16年11月25日
定時株主総会決議

付与対象者の区

分及び数

当社取締役２名、　　　　当

社従業員14名

当社取締役１名、　　当社

従業員８名及び　社外の

協力者２名

当社取締役４名、監査役

１名、従業員15名及び社

外の協力者６名

当社監査役２名、　　　従

業員17名

ストック・オプ

ション数
普通株式　　　　100株 普通株式　　　　88株 普通株式　　　281株 普通株式　　　　470株

付与日 平成14年２月25日  平成15年２月21日  平成15年8月20日 平成17年６月８日

権利確定条件 該当事項はありません  同左  同左  同左

対象勤務期間 該当事項はありません  同左  同左  同左

権利行使期間
平成16年３月１日から

平成21年２月28日まで

平成17年３月１日から

平成22年２月28日まで

平成15年８月26日から

平成25年７月23日まで

平成17年９月１日から

平成26年11月25日まで
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 　(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 同左 同左 同左 

 決議年月日
平成14年２月21日
臨時株主総会決議

平成15年２月21日
臨時株主総会決議

平成15年７月24日
臨時株主総会決議

平成16年11月25日
定時株主総会決議

権利確定前　　　　　　

（株）
                

前連結会計年度

末
－ － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後（株）                 

前連結会計年度

末
188 243 1,449 300

権利確定 － － － －

権利行使 147 － 216 －

失効 41 － 27 －

未行使残 － 243 1,206 300

 

②　単価情報

会社名 提出会社 同左 同左 同左 

 決議年月日
平成14年２月21日
臨時株主総会決議

平成15年２月21日
臨時株主総会決議

平成15年７月24日
臨時株主総会決議

平成16年11月25日
定時株主総会決議

権利行使価格　　　　　

　（円）
13,334 16,112 26,667 564,624

行使時平均株価

（円）
48,403  －  40,571  －

公正な評価単価

（付与日）（円）
 －  － －  －

 ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

     該当事項はありません。

 ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
　（平成20年８月31日）

当連結会計年度
　（平成21年８月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産（流動）     

未払事業税 4,280

賞与引当金繰入 5,534

貸倒引当金繰入 274,067

たな卸資産評価損 128,002

事務所移転費用引当金繰入 12,948

その他 1,005

小計 425,838

評価性引当額 △420,510

 繰延税金資産（流動）合計 5,327

繰延税金資産（固定）     

税務上の繰越欠損金 1,109,905

減損損失 35,741

　固定資産未実現利益 4,885

  退職給付引当金繰入 8,577

　投資有価証券評価損 202,968

　関係会社事業損失引当金 8,726

　関係会社株式評価損 994,677

　貸倒引当金 65,423

　その他 2,866

  　小計 2,433,772

 評価性引当額 △2,427,968

繰延税金資産（固定）合計 5,804

繰延税金負債（固定）     

 その他有価証券評価差額金 △78,956

  繰延税金負債（固定）合計 △78,956

繰延税金負債の純額 △67,823

繰延税金資産（流動）     

未払事業税 3,320

賞与引当金 2,451

貸倒引当金 20,253

たな卸資産評価損 2,929

その他 608

小計 29,564

評価性引当額 △22,828

 繰延税金資産（流動）合計 6,735

繰延税金資産（固定）     

税務上の繰越欠損金 2,523,385

減損損失 14,189

　投資有価証券評価損 104,207

　貸倒引当金 63,268

　その他 882

  　小計 2,705,934

 評価性引当額 △2,705,862

繰延税金資産（固定）合計 71

繰延税金負債（固定）     

 その他有価証券評価差額金 △73,402

  繰延税金負債（固定）合計 △73,402

繰延税金負債の純額 △66,595

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失のため、記載しておりません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年９月１日　至平成20年８月31日）

 

システムソ
リューショ
ン事業
（千円）

プロダクツ
事業
（千円）

コンサル
ティング事
業
（千円）

サービス事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する
売上高

1,535,575218,50585,072856,8212,695,975 － 2,695,975

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高

2,883 2,028 － 26 4,937△4,937 －

計 1,538,459220,53485,072856,8472,700,913△4,9372,695,975
営業費用 1,227,679412,01499,9471,072,0602,811,702877,6813,689,384

営業利益又は営業損
失（△）

310,779△191,480△14,874△215,213△110,789△882,619△993,408

Ⅱ．資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支
出

                            

資産 340,017380,64220,349400,0961,141,1051,078,0522,219,158
減価償却費 16,52320,775 2,558 39,11378,971 4,750 83,721
減損損失 843 8,360 288 40,95050,442 － 50,442
資本的支出 38,49212,910 2,126 72,804126,3333,355129,689

　（注）１．事業区分の方法
事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。
 

２．各区分に属する主な事業内容
事業区分 事業内容

システムソリューション事業
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシステム開発、サー
バ構築、運用等

プロダクツ事業

当社グループが蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易にする
ユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの集合体）、エン
ジン（特定の処理を行う際の中心機能）といったソフトウエア、プロダ
クツとして提供する事業及び、ハードウエアの設計、開発、販売等

コンサルティング事業
移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサービス展開を検
討している企業向けのコンサルティング及びシステム開発等

サービス事業
エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供、携帯電話向けソフト
ウェアの検証請負等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

 
当連結会計年度
（千円）

主な内容

消去又は全社の項目に含めた配賦不能
営業費用の金額

883,302当社の管理部門に係る費用であります。

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産

 
当連結会計年度
（千円）

主な内容

 消去又は全社の項目に含めた全社資産の
金額

1,078,052
当社の投資及び運用資金（現金及び預金）、長期投資
資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であ
ります。 
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当連結会計年度（自平成20年９月１日　至平成21年８月31日）

 

システムソ
リューショ
ン事業
（千円）

プロダクツ
事業
（千円）

コンサル
ティング事
業
（千円）

サービス事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する
売上高

1,080,36875,54329,540385,6171,571,070 － 1,571,070

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高

5,950 － － 300 6,250△6,250 －

計 1,086,31875,54329,540385,9171,577,320△6,2501,571,070
営業費用 853,715122,60224,261566,7781,567,358742,2002,309,558

営業利益又は営業損
失（△）

232,603△47,059 5,279△180,8619,962△748,450△738,488

Ⅱ．資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支
出

                            

資産 284,80029,733 6,790 41,295362,618450,396813,015
減価償却費 8,741 4,587 352 17,04930,731 2,574 33,305
減損損失 7,199 754 665 33,98942,60811,08353,691
資本的支出 11,164 7,071 562 7,803 26,601 3,683 30,284

　（注）１．事業区分の方法
事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。
 

２．各区分に属する主な事業内容
事業区分 事業内容

システムソリューション事業
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシステム開発、サー
バ構築、運用等

プロダクツ事業

当社グループが蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易にする
ユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの集合体）、エン
ジン（特定の処理を行う際の中心機能）といったソフトウエア、プロダ
クツとして提供する事業及び、ハードウエアの設計、開発、販売等

コンサルティング事業
移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサービス展開を検
討している企業向けのコンサルティング及びシステム開発等

サービス事業
エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供、携帯電話向けソフト
ウェアの検証請負等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

 
当連結会計年度
（千円）

主な内容

消去又は全社の項目に含めた配賦不能
営業費用の金額

750,744当社の管理部門に係る費用であります。

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産

 
当連結会計年度
（千円）

主な内容

 消去又は全社の項目に含めた全社資産の
金額

450,396
当社の投資及び運用資金（現金及び預金）、長期投資
資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であ
ります。 
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年９月１日　至平成20年８月31日）

　当連結会計年度において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資

産の金額の合計額に占める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

当連結会計年度（自平成20年９月１日　至平成21年８月31日）

　当連結会計年度において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資

産の金額の合計額に占める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成19年９月１日　至平成20年８月31日）

　当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。

当連結会計年度（自平成20年９月１日　至平成21年８月31日）

　当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成19年９月１日　至平成20年８月31日）

(１)役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員
佐古田雅

士
－ －

当社取締

役
－ － －

資金の貸

付（注）
10,000短期貸付金 10,000

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）資金の貸付については、市場金利を勘案し条件を決定しております。

　

当連結会計年度（自平成20年９月１日　至平成21年８月31日）

　１．関連当事者との取引

(１)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等　

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 加来徹也 － －
当社代表取

締役会長

(被所有)

直接　16.1　
－

当社銀行借

入に対する

債務被保証

(注)

49,583－ － 

役員 落合敏彦 － －
当社代表取

締役社長
－ －

当社銀行借

入に対する

債務被保証

(注)

49,583－ － 

（注）当社は、東京信用保証協会保証の銀行借入50,000千円（当初借入額）に対して、当社代表取締役会長加来徹也及

び当社代表取締役社長落合敏彦の債務保証を受けております。

      なお、当該債務保証につきまして、保証料の支払いは行っておりません。　
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（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しておりま

す。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。　

　

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり純資産額      35,707.72円

１株当たり当期純損失金額 29,273.27円

１株当たり純資産額 7,952.67円

１株当たり当期純損失金額 21,391.34円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり当期純損失金額         

 当期純損失（千円） 1,318,585 1,294,068

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る当期純損失（千円） 1,318,585 1,294,068

　期中平均株式数（株） 45,044 60,495

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権４種類（目的となる株式

の数2,180株）

新株予約権３種類（目的となる株式

の数1,749株）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

１．第三者割当による新株式の発行について

(1) 当社は、平成20年８月20日開催の取締役会において、

下記のとおり第三者割当による新株式を発行する決

議を行いました。

① 発行株式数 普通株式数     52,000株

② 発行価額 １株につき     10,800円

③ 発行価額の総額 561,600,000円

④ 資本組入額の総額 280,800,000円

⑤ 払込期日 平成20年９月10日

⑥ 割当先 株式会社ＣＴ事業再生投資

　(第４回新株予約権の発行)

当社は、平成21年10月15日開催の取締役会において、下記

のとおり第三者割当による第４回新株予約権（行使価額修

正条項付新株予約権）を発行する決議を行いました。

①　発行新株予約権数　　　　　　　　　　　　　　50個

②　発行価額　　　新株予約権１個当たり      24,686円

③  発行価額の総額　　　　　　　　　　　 1,234,300円

④  当該発行による潜在株式数

     当該行使価額12,002円における潜在株式数 20,800株

⑤　資金調達の額（新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額）

        251,234,300円（差引手取概算額232,734,300円）

      （内訳）新株予約権発行分       　　1,234,300円

              新株予約権行使分         250,000,000円

　

⑥　行使価額及び行使価額の修正条件

      当初の行使価額12,002円における潜在株式数     20,800株

      行使価額上限値24,004円における潜在株式数     10,400株

      行使価額下限値6,001円における潜在株式数     41,650株

　

⑦　発行期日　          　　　　　　平成21年11月２日

⑧　行使期間    平成21年11月５日から平成23年11月５日

⑨　割当先

     Brillance Hedge Fund（ブリランス・ヘッジ・ファンド）

⑩　その他          譲渡制限条項及び行使制限条項あり

　

　なお、当該新株予約権の発行につきまして、平成21年11月

２日に予定どおり、発行価額全額(1,234,300円)の払込みが

完了致しました。

　

(第４回新株予約権の行使)

　平成21年11月２日付にて、Brillance Hedge Fundに対して

割当いたしました第４回新株予約権につきまして、平成21

年11月５日から平成21年11月25日までの間に、以下のとお

りその一部が行使されました。　

一部行使の概要　

①　新株予約権の名称：

　　　株式会社コネクトテクノロジーズ第４回新株予約権　

②　行使期間：平成21年11月５日から平成21年11月25日

③　行使価額：１株あたり7,418.39円　　　　　　

④　行使新株予約権個数：２個

　 (全てBrillance Hedge Fundによる)

⑤　交付株式数：1,348株

⑥　行使価額総額：10,000,000円

　

(2) 平成20年８月20日開催の取締役会において決議され

た、第三者割当による新株式の発行について、下記の

とおり平成20年９月10日に払込みが行われました

が、一部払込みが実行されず一部が失権いたしまし

た。

① 発行株式数 普通株式数     15,740株

② 発行価額 １株につき     10,800円

③ 発行価額の総額 169,992,000円

④ 資本組入額の総額 84,996,000円

⑤ 払込期日 平成20年９月10日

⑥ 割当先 株式会社ＣＴ事業再生投資

⑦ 失権した株式数 普通株式       36,260株

２．第三者割当による新株式の発行について

(1) 当社は、平成20年９月10日開催の取締役会において、

下記のとおり第三者割当による新株式を発行する決

議を行いました。

① 発行株式数 普通株式数     34,112株

② 発行価額 １株につき     11,480円

③ 発行価額の総額 391,605,760円

④ 資本組入額の総額 195,802,880円

⑤ 払込期日 平成20年９月30日

⑥ 割当先 株式会社ＣＴ事業再生投資

(2) 平成20年９月10日開催の取締役会において決議され

た、第三者割当による新株式の発行について、平成20

年９月30日の払込期日に払込みが実行されず失権い

たしました。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

 短期借入金 － － － －

 １年以内に返済予定の長期借入金 48,265 24,770 2.5 －

 １年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 63,127 96,849 2.6平成22年～31年 

 リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －　

 その他有利子負債 － － － －

合計 111,392121,619 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 23,394 17,884 17,004 14,004

（２）【その他】

①当連結会計年度における四半期情報

　

第１四半期

自 平成20年９月１日

至 平成20年11月30日

　

第２四半期

自 平成20年12月１日

至 平成21年２月28日

第３四半期

自 平成21年３月１日

至 平成21年５月31日

第４四半期

自 平成21年６月１日

至 平成21年８月31日

　売上高(千円) 505,979 460,033　 331,057　 　273,999

税金等調整前四半期純

損失金額(千円)
341,380 　440,585 272,745 227,400

四半期純損失金額

(千円)　
342,959 440,020 268,755 242,333

１株当たり四半期純損

失金額(円)　
5,806.94 7,234.06 4,406.07 3,967.03

②決算日後の状況

　当社は㈱インベンシスに対して貸付債権30,000千円、貸付有価証券273,040千円等を有しております。この貸付

債権及び貸付有価証券の返済期限が平成21年6月30日でしたが、返済されておりません。

　当社としては、これまで㈱インベンシスとは交渉を継続しており、同社代表者（平地聡氏）の連帯保証を受けて

おりますので、貸付債権及び貸付有価証券の回収可能性は高いと判断しております。しかしながら現時点での状

況を踏まえまして、債権総額に対して50%の貸倒引当金を計上しております。なお、回収の確実性を図る為に、貸付

債権及び貸付有価証券の返還請求訴訟申立の準備を進めております。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年８月31日)

当事業年度
(平成21年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 370,797 43,801

売掛金 102,555 83,520

仕掛品 11,920 19,128

前払費用 28,473 18,133

短期貸付金 － 30,000

関係会社短期貸付金 1,015,150 －

未収入金 － 25,125

未収収益 － 26,739

その他 17,486 22,319

貸倒引当金 △596,040 △40,752

流動資産合計 950,342 228,017

固定資産

有形固定資産

建物 42,820 16,638

減価償却累計額 △18,175 △3,578

建物（純額） 24,645 13,059

工具、器具及び備品 49,829 36,231

減価償却累計額 △27,084 △29,800

工具、器具及び備品（純額） 22,744 6,431

有形固定資産合計 47,390 19,491

無形固定資産

ソフトウエア 40,300 13,057

その他 6,290 12,290

無形固定資産合計 46,590 25,348

投資その他の資産

投資有価証券 650,606 ※１
 473,339

関係会社株式 42,136 31,200

関係会社長期貸付金 101,850 －

敷金及び保証金 74,500 58,358

その他 8,850 3,670

貸倒引当金 △101,850 △155,490

投資その他の資産合計 776,093 411,078

固定資産合計 870,074 455,918

資産合計 1,820,417 683,935
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年８月31日)

当事業年度
(平成21年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 18,605 4,331

1年内返済予定の長期借入金 － 5,004

未払金 54,784 55,954

未払法人税等 11,677 12,343

前受金 18,506 12,648

預り金 5,350 3,992

その他 － 192

流動負債合計 108,923 94,468

固定負債

長期借入金 － 44,579

繰延税金負債 78,956 73,402

関係会社事業損失引当金 21,445 －

固定負債合計 100,401 117,981

負債合計 209,325 212,450

純資産の部

株主資本

資本金 3,265,869 3,356,655

資本剰余金

資本準備金 3,535,554 3,622,480

その他資本剰余金 2,833 2,833

資本剰余金合計 3,538,388 3,625,314

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △5,293,698 △6,602,922

利益剰余金合計 △5,293,698 △6,602,922

自己株式 △14,554 △14,554

株主資本合計 1,496,004 364,492

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 115,086 106,992

評価・換算差額等合計 115,086 106,992

純資産合計 1,611,091 471,484

負債純資産合計 1,820,417 683,935
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当事業年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 766,947 597,688

売上原価 489,712 391,575

売上総利益 277,234 206,112

販売費及び一般管理費 ※１、※２
 889,734

※１、※２
 758,382

営業損失（△） △612,500 △552,269

営業外収益

受取利息 ※３
 20,700

※３
 35,866

有価証券利息 1,009 3,661

受取配当金 2,262 －

設備負担金 ※３
 1,762

※３
 881

その他 585 383

営業外収益合計 26,320 40,792

営業外費用

支払利息 － 187

貸倒引当金繰入額 － 15,183

賃貸収入原価 2,212 866

株式交付費 － 1,908

支払手数料 － 46,438

その他 － 34

営業外費用合計 2,212 64,619

経常損失（△） △588,391 △576,096

特別利益

貸倒引当金戻入額 417 －

投資有価証券売却益 － 8,498

関係会社株式売却益 － 95,000

関係会社事業損失引当金戻入額 82,654 18,391

特別利益合計 83,071 121,889

特別損失

固定資産除却損 ※４
 791

※４
 1,669

減損損失 ※５
 9,492

※５
 53,691

投資有価証券売却損 8,975 －

投資有価証券評価損 78,878 120,486

関係会社株式評価損 231,082 1,590

関係会社事業損失引当金繰入額 3,054 －

損害賠償損失 19,920 －

特別退職金 － 3,428

事務所移転費用 － 28,973

貸倒引当金繰入額 564,539 639,840

関係会社清算損 － 327

特別損失合計 916,734 850,007

税引前当期純損失（△） △1,422,055 △1,304,214

法人税、住民税及び事業税 5,010 5,010

法人税等合計 5,010 5,010

当期純損失（△） △1,427,065 △1,309,224
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  89,18314.0 11,4872.3
Ⅱ　労務費  210,43633.1 213,80443.1
Ⅲ　経費 ※１ 336,45752.9 270,86354.6

当期総製造費用  636,077100.0 496,154100.0
期首仕掛品たな卸高  18,003    11,920    
合計  654,080    508,075    
期末仕掛品たな卸高  11,920    19,128    
他勘定振替高 ※２ 152,447    97,371    
当期売上原価  489,712    391,575    
                  

 原価計算方法 原価計算方法

 

　原価計算の方法は、プロジェクト別の

個別原価計算による実際原価計算を採

用しております。

同左

 

 （注）

前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

  外注加工費　    　　　　      　 168,193千円

  賃借料　　　　　　　　　      　　62,745千円

　地代家賃　　　　　　　　      　　29,094千円

　

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

  外注加工費                       112,620千円

  　　賃借料                            50,261千円

　地代家賃                          30,742千円

　　　支払手数料                        27,154千円　　　　　

　　　

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

  研究開発費　　　　　             105,933千円

  販売促進費                        16,968千円

  ソフトウェア　　　              　29,545千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

  研究開発費                        91,708千円

  販売促進費                         5,662千円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当事業年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,265,869 3,265,869

当期変動額

新株の発行 － 90,786

当期変動額合計 － 90,786

当期末残高 3,265,869 3,356,655

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,535,554 3,535,554

当期変動額

新株の発行 － 86,926

当期変動額合計 － 86,926

当期末残高 3,535,554 3,622,480

その他資本剰余金

前期末残高 2,850 2,833

当期変動額

自己株式の処分 △16 －

当期変動額合計 △16 －

当期末残高 2,833 2,833

資本剰余金合計

前期末残高 3,538,404 3,538,388

当期変動額

自己株式の処分 △16 －

新株の発行 － 86,926

当期変動額合計 △16 86,926

当期末残高 3,538,388 3,625,314

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △3,866,633 △5,293,698

当期変動額

当期純損失（△） △1,427,065 △1,309,224

当期変動額合計 △1,427,065 △1,309,224

当期末残高 △5,293,698 △6,602,922

自己株式

前期末残高 △14,570 △14,554

当期変動額

自己株式の処分 16 －

当期変動額合計 16 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年９月１日
　至　平成20年８月31日)

当事業年度
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年８月31日)

当期末残高 △14,554 △14,554

株主資本合計

前期末残高 2,923,069 1,496,004

当期変動額

当期純損失（△） △1,427,065 △1,309,224

新株の発行 － 177,712

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △1,427,065 △1,131,512

当期末残高 1,496,004 364,492

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 36,664 115,086

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

78,422 △8,094

当期変動額合計 78,422 △8,094

当期末残高 115,086 106,992

純資産合計

前期末残高 2,959,734 1,611,091

当期変動額

当期純損失（△） △1,427,065 △1,309,224

新株の発行 － 177,712

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 78,422 △8,094

当期変動額合計 △1,348,642 △1,139,606

当期末残高 1,611,091 471,484
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【継続企業の前提に関する事項】

前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

　当社は、前事業年度において578百万円、当事業年度に612

百万円の大幅な営業損失を計上し、また当事業年度の連結

ベースの営業キャッシュ・フローも938百万円と大幅なマ

イナスとなっていることから、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。

　当社は当該状況を解消するため、当社の各事業について

現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フローの改

善を最優先課題として、子会社へのキャッシュアウトを抑

えるべくグループ各社について整理、統合等リストラク

チャリングを進めております。

　具体的には当社における外注費の内製化による圧縮によ

り101百万円、研究開発費の圧縮により106百万円、再建見

通しがつくまでの人材募集凍結による募集費の圧縮によ

り13百万円、雑給の圧縮により10百万円、交際費、交通費等

その他販管費の圧縮により58百万円の支出削減を行うと

ともに、グループの不採算会社の売却もしくは清算を次事

業年度中に進めることにより、営業損失ならびに貸付金の

拡大を防止致します。

　また、当社が保有する上場投資有価証券及び非上場投資

有価証券を次事業年度中に合計約500百万円の資金確保を

目処に売却するとともに、引き続き第三者割当増資も計画

することによりキャッシュ・フローの改善を図ります。

　合せて、事業構造の転換にも取り組んでおり、受託開発以

外の収益の柱として、広告配信プラットフォームの提供や

当社ソフトウェアプロダクトのASP化やOEM提供等、サービ

ス事業の強化に取り組んでおり、コスト削減効果とともに

黒字体質への転換を目指しております。

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりま

せん。

　当社は、前事業年度において612百万円、当事業年度に552

百万円の大幅な営業損失を計上し、また当事業年度の連結

ベースの営業キャッシュ・フローも723百万円と大幅なマ

イナスとなっていることから、継続企業の前提に関する重

要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社は当該状況を解消するため、当社の各事業について

現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フローの改

善を最優先課題として、子会社へのキャッシュアウトを抑

えるべくグループ各社について整理、統合等リストラク

チャリングを進めております。

　具体的には、不採算事業である連結子会社及び事業の休

止並びに売却による営業キャッシュ・フローの改善、希望

退職の募集及び役員報酬の減額並びに従業員給与の減額

による月額約７百万円の人件費の圧縮、本社移転による月

額約７百万円の圧縮、開発の内製化による外注費、交際費

及び交通費等その他販管費の削減で月額約10百万円の圧

縮等を進め、経費の削減を図っております。

　また、第三者割当増資も進めることによりキャッシュ・

フローの大幅改善を図ります。

　併せて、事業構造の転換にも積極的に取り組んでおり、非

接触ICソリューション事業への戦略的な集中における営

業の強化、また受託開発以外の収益の柱として、ソフトウ

エアプロダクトのASP化やOEM提供等、サービス事業の強化

にも取り組んでおり、コスト削減とともに黒字体質への転

換を目指しております。

　しかし、これらの対応策の一部については、関係者との協

議を行いながら進めている途中であるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このよ

うな重要な不確実性の影響を財務諸表には反映しており

ません。
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

 （1）有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

 （1）有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

   ② その他有価証券

　   時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

  ② その他有価証券

　   時価のあるもの

同左

  時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用し

ております。

 時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

（1）原材料

移動平均法による原価法を採用し

ております。

（1）原材料

──────

 （2）仕掛品

個別法による原価法を採用してお

ります。

（2）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

３．固定資産の減価償却の方

法

（1）有形固定資産

定率法を採用しております。

主な耐用年数　

建物　　　　　３～15年

工具器具備品　４～15年

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

主な耐用年数　

建物　　　　　　　　３～15年　

工具、器具及び備品　４～15年　

 （会計方針の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正に伴
い、平成19年９月１日以降取得の固定資
産については、改正法人税法の規定する
償却方法により、減価償却費を計上して
おります。
　なお、この変更による営業損失、経常損
失及び税引前当期純損失に与える影響
は軽微であります。

──────

　

 （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年８月
31日以前取得の固定資産については、改
正前の法人税法に規定する減価償却の
方法の適用により取得価額の５％に到
達した事業年度の翌事業年度より、取得
価額の５％相当額と備忘価額との差額
を５年間にわたり均等償却し、減価償却
費に含めて計上しております。
　なお、この変更による営業損失、経常損
失及び税引前当期純損失に与える影響
は軽微であります。

──────
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項目
前事業年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

　 　

──────

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

  定額法を採用しております。なお、

市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売可能期間（３年以

内）、自社利用ソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。また、のれんについては、毎期均

等額を償却しております。

　 　

──────

（3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

　なお、リース取引開始日が平成20年

８月31日以前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　 　

──────

（4）長期前払費用

　　定額法を採用しております。

４．繰延資産の処理方法 　

──────

（1）株式交付費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。　

５．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

（1）貸倒引当金

同左

 （2）関係会社事業損失引当金

関係会社の事業の損失に備えるた

め、当社が負担すると見込まれる損失

見込額を計上しております。

（2）関係会社事業損失引当金

──────

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

──────

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

                     ────── （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用

し、評価基準については、原価法から原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法）

に変更しております。

これによる当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前

当期純損失への影響はありません。

 ────── （リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま

す。

これによる当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前

当期純損失への影響はありません。

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

――――――― （貸借対照表）

「未収入金」、「未収収益」は、前事業年度まで流動資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度

において、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記い

たしました。

なお、前事業年度の流動資産の「その他」に含めており

ました「未収入金」、「未収収益」は、それぞれ4,366千円、

682千円であります。

　

　

【追加情報】

      該当事項はありません。 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年８月31日）

当事業年度
（平成21年８月31日）

―――――― ※１．「投資有価証券」の一部を株券消費貸借契約によ

り貸し出しております。当該貸付有価証券の貸借対

照表価額は273,040千円であります。

　

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は17.6％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は82.4％であ

ります。主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は8.1％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合91.9％でありま

す。主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 55,710千円

給与手当       312,449千円

研究開発費 106,028千円

減価償却費     10,431千円

支払手数料 84,543千円

役員報酬 39,169千円

給与手当  275,243千円

研究開発費 91,708千円

減価償却費 6,147千円

支払手数料 94,665千円

※２．一般管理費に含まれる研究開発費   106,028千円※２．一般管理費に含まれる研究開発費    91,708千円

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息　 18,707千円

設備負担金       1,762千円

受取利息　 12,312千円

設備負担金 881千円

 ※４．固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。  ※４．固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。

工具器具備品　 791千円 建物

工具、器具及び備品

ソフトウエア　

402千円

16千円

1,250千円

 ※５．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 

市場販売目的のソフト

ウェア

 ソフトウェア

 販売権
 東京都新宿区

遊休資産  ソフトウェア  東京都新宿区

 ※５．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 

事業用資産

(旧本社事務所)　

 建物

工具、器具及び備

品

 東京都新宿区

事業用資産

(広告配信システム事

業)　

工具、器具及び備

品

 ソフトウエア　

 東京都新宿区

  （減損損失の認識に至った経緯）

　当社が所有する市場販売目的のソフトウェア及び販売権

については、当初想定していた収益を見込めなくなったた

め当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損

失8,325千円を特別損失に計上しております。

　遊休資産については、減損の要否を検討し、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、減損損失1,167千円を特別損失に

計上しております。

  （減損損失の認識に至った経緯）

　旧本社事務所の固定資産については、事務所移転時に資

産を除却する予定であったため、当該資産の帳簿価額全額

を減損損失として特別損失に30,231千円計上しておりま

す。

　また、広告配信システム事業の見直しを行ったことによ

り、自社利用ソフトウエア等の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、減損損失として23,460千円を特別損失に計上し

ております。
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前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

  （減損損失の金額）

種類 金額

ソフトウェア

販売権　

　　　　　　4,992千円

　　　　　　4,500千円

  （減損損失の金額）

種類 金額

建物

工具、器具及び備品

ソフトウエア　

27,392千円

10,476千円

15,822千円

 (グルーピングの方法）

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産

のグルーピングを行っており、現在遊休状態にあり、今後

も事業の用に供する予定が極めて不透明なものについて

は遊休資産としてグルーピングしております。

 (グルーピングの方法）

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産

のグルーピングを行っております。

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額は、使用価値として備忘価額を付してお

ります。

（回収可能価額の算定方法等）

　旧本社事務所の固定資産については、除却予定であった

ことから、使用価値を零としております。

　また、広告配信システム事業の自社利用ソフトウエア等

については、使用価値として備忘価額を付しております。

　

　

　

（株主資本等変動計算書関係）

　　　自己株式の種類及び総数に関する事項

 前事業年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式（注） 372.41 － 0.41 372.00

合計 372.41 － 0.41 372.00

　（注）自己株式の減少は、自己株式の消却によるものであります。

 当事業年度（自　平成20年９月１日　至　平成21年８月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式 372.00 － － 372.00

合計 372.00 － － 372.00
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超える

リース物件がないため、記載を省略しております。

１．借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額　　

　

　　 リース期間が満了したため、該当事項はありません。 　

②　未経過リース料期末残高相当額等　

 未経過リース料期末残高相当額

　　 リース期間が満了したため、該当事項はありません。 　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料      1,545千円

減価償却費相当額      1,398千円

支払利息相当額    33千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

 （減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。 
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（有価証券関係）

前事業年度（自平成19年９月１日　至平成20年８月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（自平成20年９月１日　至平成21年８月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
(平成20年８月31日）

当事業年度
(平成21年８月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産（流動）     

未払事業税 2,763

たな卸資産評価損 2,929

貸倒引当金繰入 224,592

その他 330

小計 230,616

評価性引当額 △230,616

繰延税金資産（流動）合計 －

繰延税金資産（固定）     

税務上の繰越欠損金

　関係会社株式評価損

868,920

990,472

投資有価証券評価損

　減損損失

202,968

18,521

貸倒引当金繰入

　関係会社事業損失引当金

59,378

8,726

　一括償却資産 1,423

小計 2,150,412

 評価性引当額 △2,150,412

繰延税金資産（固定）合計 －

繰延税金負債（固定）     

 その他有価証券評価差額金 △78,956

 繰延税金負債（固定）合計 △78,956

繰延税金負債の純額 △78,956

繰延税金資産（流動）     

未払事業税 3,001

たな卸資産評価損 2,929

貸倒引当金 16,582

その他 315

小計 22,828

評価性引当額 △22,828

繰延税金資産（流動）合計 －

繰延税金資産（固定）     

税務上の繰越欠損金 2,523,385

投資有価証券評価損

減損損失

104,207

14,189

貸倒引当金 63,268

一括償却資産 810

小計 2,705,862

 評価性引当額 △2,705,862

繰延税金資産（固定）合計 －

繰延税金負債（固定）     

 その他有価証券評価差額金 △73,402

 繰延税金負債（固定）合計 △73,402

繰延税金負債の純額 △73,402

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失のため、記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり純資産額         35,767.06円

１株当たり当期純損失金額          31,681.58円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

１株当たり純資産額 7,710.68円

１株当たり当期純損失金額 21,641.86円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり当期純損失金額         

当期純損失（千円） 1,427,065 1,309,224

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る当期純損失金額（千円） 1,427,065 1,309,224

　期中平均株式数（株） 45,044 60,495

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権４種類（目的となる株式

の数2,180株）

新株予約権３種類（目的となる株式

の数1,749株）
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

当事業年度
（自　平成20年９月１日
至　平成21年８月31日）

１．第三者割当による新株式の発行について

(1) 当社は、平成20年８月20日開催の取締役会において、

下記のとおり第三者割当による新株式を発行する決

議を行いました。

① 発行株式数 普通株式数     52,000株

② 発行価額 １株につき     10,800円

③ 発行価額の総額 561,600,000円

④ 資本組入額の総額 280,800,000円

⑤ 払込期日 平成20年９月10日

⑥ 割当先 株式会社ＣＴ事業再生投資

　(第４回新株予約権の発行)

当社は、平成21年10月15日開催の取締役会において、下記

のとおり第三者割当による第４回新株予約権（行使価額修

正条項付新株予約権）を発行する決議を行いました。

①　発行新株予約権数　　　　　　　　　　　　　　50個

②　発行価額　　　新株予約権１個当たり      24,686円

③  発行価額の総額　　　　　　　　　　　 1,234,300円

④  当該発行による潜在株式数

     当該行使価額12,002円における潜在株式数 20,800株

⑤　資金調達の額（新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額）

        251,234,300円（差引手取概算額232,734,300円）

      （内訳）新株予約権発行分       　　1,234,300円

              新株予約権行使分         250,000,000円

　

⑥　行使価額及び行使価額の修正条件

      当初の行使価額12,002円における潜在株式数     20,800株

      行使価額上限値24,004円における潜在株式数     10,400株

      行使価額下限値6,001円における潜在株式数     41,650株

　

⑦　発行期日　          　　　　　　平成21年11月２日

⑧　行使期間    平成21年11月５日から平成23年11月５日

⑨　割当先

     Brillance Hedge Fund（ブリランス・ヘッジ・ファンド）

⑩　その他          譲渡制限条項及び行使制限条項あり　

　

　なお、当該新株予約権の発行につきまして、平成21年11月

２日に予定どおり、発行価額全額(1,234,300円)の払込みが

完了致しました。

　

(第４回新株予約権の行使)

　平成21年11月２日付にて、Brillance Hedge Fundに対して

割当いたしました第４回新株予約権につきまして、平成21

年11月５日から平成21年11月25日までの間に、以下のとお

りその一部が行使されました。　

一部行使の概要　

①　新株予約権の名称：

　　　株式会社コネクトテクノロジーズ第４回新株予約権　

②　行使期間：平成21年11月５日から平成21年11月25日

③　行使価額：１株あたり7,418.39円　　　　　　

④　行使新株予約権個数：２個

　 (全てBrillance Hedge Fundによる)

⑤　交付株式数：1,348株

⑥　行使価額総額：10,000,000円

(2) 平成20年８月20日開催の取締役会において決議され

た、第三者割当による新株式の発行について、下記の

とおり平成20年９月10日に払込みが行われました

が、一部払込みが実行されず一部が失権いたしまし

た。

① 発行株式数 普通株式数     15,740株

② 発行価額 １株につき     10,800円

③ 発行価額の総額 169,992,000円

④ 資本組入額の総額 84,996,000円

⑤ 払込期日 平成20年９月10日

⑥ 割当先 株式会社ＣＴ事業再生投資

⑦ 失権した株式数 普通株式       36,260株

２．第三者割当による新株式の発行について

(1) 当社は、平成20年９月10日開催の取締役会において、

下記のとおり第三者割当による新株式を発行する決

議を行いました。

① 発行株式数 普通株式数     34,112株

② 発行価額 １株につき     11,480円

③ 発行価額の総額 391,605,760円

④ 資本組入額の総額 195,802,880円

⑤ 払込期日 平成20年９月30日

⑥ 割当先 株式会社ＣＴ事業再生投資

(2) 平成20年９月10日開催の取締役会において決議され

た、第三者割当による新株式の発行について、平成20

年９月30日の払込期日に払込みが実行されず失権い

たしました。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他

有価証券

（株）デジタルガレージ 1,100 136,070

（株）ザッパラス 700 123,690

（株）データトロン（種類株式） 16 36,407

（株）モバイル・テクニカ（議決権制限株式） 7,150 27,713

（株）データトロン（普通株式） 7 22,754

（株）モバイルテクニカ（普通株式） 3,000 16,611

キャセイ・トライテック（株） 2,000 13,576

（株）アクロディア 200 13,280

（株）バイオマティクス（議決権制限株式） 183 6,555

（株）バイオマティクス（普通株式） 180 6,438

その他（13銘柄） 5,736 15,240

計 20,272 418,339

 【債券】

 

  銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他

有価証券

 都市情報映像（株）
転換社型債新株予約権付社債

35,000 35,000

  
（株）ＫＥＳＡＫＡシステム
転換社債型新株予約権付社債 

20,000 20,000

 計 55,000 55,000
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 42,820 11,246
37,429

(27,392)
16,638 3,578 3,022 13,059

工具、器具及び備品 49,829 690
14,287

(10,476)　
36,231 29,800 6,509 6,431

有形固定資産計 92,650 11,936
51,716

(37,868)　
52,870 33,378 9,531 19,491

無形固定資産                             

ソフトウエア 60,623 －
19,572

(15,822)
41,050 27,993 10,169 13,057

その他 6,290 6,000 － 12,290 － － 12,290

無形固定資産計 66,914 6,000
19,572

(15,822)　
53,341 27,993 10,169 25,348

繰延資産        

― － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期減少額のうち、減損損失を（）内数で記載しております。

　　　　２. 当期増加額の主なものは以下のとおりであります。

　　　　　　　建物　　　事務所移転に伴う建物附属設備の取得　　　11,246千円

　　　　３. 当期減少額の主なものは以下のとおりであります。　　　　　　

　　　　　　　建物　　　減損損失の計上によるもの（取得価額）　　36,689千円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 697,890 655,1471,156,795 － 196,242

関係会社事業損失引当金 21,445 － 3,054 18,391 －

 （注）関係会社事業損失引当金の「当期減少額（その他）」は出資解消に伴う取崩額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 －

預金     

普通預金 43,801

合計 43,801

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

 (株) エヌ・ティ・ティ・ドコモ 21,439

（株）ジクシス 15,792

（株）日経ＢＰ 5,946

 カブドットコム証券（株） 5,922

 富士ソフト（株） 5,446

その他 28,973

合計 83,520

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A） (B） (C） (D）
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

102,555 582,046 601,080 83,520 87.8 58.3

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

EDINET提出書類

株式会社コネクトテクノロジーズ(E05388)

有価証券報告書

85/94



 ハ．仕掛品

区分 金額（千円）

システムソリューション事業 19,128

合計 19,128

②　固定資産

 イ．敷金及び保証金

区分 金額（千円）

 本社事務所 48,229

 札幌支社事務所 5,129

 その他 5,000

合計 58,358

③　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

Ａｋｋｏｒｄ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

Ｌｉｍｉｔｅｄ
800

(株）ソウルマン 780

(有)Ｔｅａｍ－Ｇｒａｓｓｈｏｐｐｅｒ　 656

カルテックフォース(株）　 584

(株）ソーケンテクノ　 577

その他 932

合計 4,331

ロ．未払金

相手先 金額（千円）

(株）クレアコーポレイション 16,645

東京社会保険事務局 15,478

(株）エイドステーション　 8,400

(株）テレビ埼玉　 4,725

(株）Ｆｉｂｅｒｃａｓｔ　 1,575

その他 9,129

合計 55,954

　

④　固定負債

イ．長期借入金

相手先 金額（千円）

(株）東日本銀行 44,579

合計 44,579

　

ロ．繰延税金負債

区分 金額（千円）

繰延税金負債 73,402

合計 73,402

（３）【その他】

①決算日後の状況

「１連結財務諸表等 (2)その他」をご参照願います。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ９月１日から８月31日まで

定時株主総会 11月中

基準日 ８月31日

剰余金の配当の基準日 ８月31日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２月末日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由に

よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し

て行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のと

おりです。

http://www.connect-tech.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第９期）（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）平成20年11月27日関東財務局長に提出。

(2）四半期報告書及び確認書

　（第10期第１四半期）（自　平成20年９月１日　至　平成20年11月30日）平成21年１月14日関東財務局長に提出。

　（第10期第２四半期）（自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日）平成21年４月14日関東財務局長に提出。

　（第10期第３四半期）（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）平成21年７月15日関東財務局長に提出。

(3) 有価証券届出書及びその添付書類

平成21年10月15日関東財務局長に提出。 

(4) 臨時報告書

平成21年３月18日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。

平成21年９月４日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。

平成21年10月14日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。

(5) 有価証券報告書の訂正報告書　

平成21年３月18日関東財務局長に提出。　

事業年度（第９期）（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

(6) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

平成21年10月14日関東財務局長に提出。　

（第10期第２四半期）（自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日）の四半期報告書に係る訂正報告書及びそ

の確認書であります。

(7) 確認書の訂正確認書

平成21年４月15日関東財務局長に提出。　

平成21年４月14日提出の第２四半期報告書の確認書に係る訂正確認書であります。　

(8) 有価証券届出書の訂正届出書及びその添付書類

平成21年10月19日関東財務局長に提出。

平成21年10月15日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年11月12日

株式会社　コネクトテクノロジーズ   

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮崎　敬之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石戸　喜二　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社コネクトテクノロジーズの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社コネクトテクノロジーズ及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、前連結会計

年度において997百万円、当連結会計年度に993百万円の大幅な営業損失を計上し、また当連結会計年度の営業キャッ

シュ・フローも938百万円と大幅なマイナスとなっていることから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年８月20日開催の取締役会において、第三者割当による新株

式発行を決議したが、平成20年９月10日に一部払込が実行されず失権した。また、平成20年９月10日開催の取締役会に

おいて第三者割当増資を決議したが平成20年９月30日に払込が実行されず失権した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。

連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年11月26日

株式会社　コネクトテクノロジーズ   

 取締役会　御中  

 清友監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田口　邦宏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平岡　彰信　　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社コネクトテクノロジーズの平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社コネクトテクノロジーズ及び連結子会社の平成21年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは前連結会計年度において993百万円、当連結会

計年度に738百万円の大幅な営業損失を計上し、また当連結会計年度の営業キャッシュ・フローも723百万円と大幅な

マイナスになっていることから、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点

では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認め

られる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」を適用している。

３．重要な後発事象に関する注記に第4回新株予約権の発行に関する記載がある。

４．重要な後発事象に関する注記に第4回新株予約権の行使に関する記載がある。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社コネクトテクノロジー

ズの平成21年８月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部

統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す

ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可

能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
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当監査法人は、株式会社コネクトテクノロジーズが平成21年８月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。

連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年11月12日

株式会社　コネクトテクノロジーズ   

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮崎　敬之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石戸　喜二　　印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社コネクトテクノロジーズの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社コ

ネクトテクノロジーズの平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、前事業年度において578百

万円、当事業年度に612百万円の大幅な営業損失を計上し、また当事業年度の連結ベースの営業キャッシュ・フローも

938百万円と大幅なマイナスとなっていることから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に

対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義

の影響を財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年８月20日開催の取締役会において、第三者割当による新株

式発行を決議したが、平成20年９月10日に一部払込が実行されず失権した。また、平成20年９月10日開催の取締役会に

おいて第三者割当増資を決議したが平成20年９月30日に払込が実行されず失権した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が財務諸表に

添付する形で別途保管しております。

財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年11月26日

株式会社　コネクトテクノロジーズ   

 取締役会　御中  

 清友監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田口　邦宏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平岡　彰信　　印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社コネクトテクノロジーズの平成20年９月１日から平成21年８月31日までの第１０期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社コ

ネクトテクノロジーズの平成21年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度において612百万円、当事業年度に552百万円

の大幅な営業損失を計上し、また当事業年度の連結ベースの営業キャッシュ・フローも723百万円と大幅なマイナスに

なっていることから、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由

については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性

の影響は財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に関する注記に第4回新株予約権の発行に関する記載がある。

３．重要な後発事象に関する注記に第4回新株予約権の行使に関する記載がある。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が財務諸表に

添付する形で別途保管しております。

財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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